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び石炭事業
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第一次世界

日本の対「満

な展開が試

「満鉄」）の鞍

に向けての試

大戦を経た新たな国際環境に

洲」（中国東北部のこと，以下

みられた。満洲における経済

山製鉄所を日米合弁事業とす

みである。鞍山製鉄所日米合

は じ め に

対応するため， 年代末

，便宜上「」をはずして使用す

支配の中心的担い手である

る（「日米合資満洲製鋼所
）
」設

弁計画の存在そのものは，

から 年代初めにかけて，

る）経済政策に関して新た

南満洲鉄道株式会社（以下

立）構想，並びにその実現

すでにいくつかの研究によ

って指摘され

て紹介されて

成立と挫折の

ふまえながら

検討するとい

事業の展開も

ており，また経過の概略と計

いる
）
。しかし，原敬内閣によ

経過とその背景を，資料に基

日本，米国，中国の経済的政

う課題はなお残されているよ

視野に入れ，日本の対満洲政

画内容についても解学詩並

る満鉄「改革
）
」の中で生ま

づき詳しく検討すること，

治的利害が錯綜する中で，

うに思われる。構想挫折後

策と満洲における経済活動

びに当事者の回想等によっ

れた同構想の内容，並びに

そして，関連研究の成果を

同構想が持っていた意義を

の満洲における日本の製鉄

の展開にとって，鞍山製鉄
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所をはじめとす

立命館経済

る満洲における日米製鉄合弁

学（第 巻・第１号）

事業構想とその挫折が有した意義を考察したい。

日露戦争を通

日米共同開発方

鉄（勅令に基づ

た（ ［大正

れており，また

１． 年代末満

じてロシアから引き継いだ南

針（ ［明治 ］年のいわゆ

き 年 月設立，翌 年４月

６］年鞍山製鉄所建設着工）。

年の中村是公総裁による

鉄が直面した二つの課題

満洲の経済的権益（鉄道およ

るハリマンの「満鉄買収」計画
）
）

開業）は，創業 年を経て製

年以降，満鉄地質課により

建議等はあったものの，製鉄

び炭鉱）の利用において，

を否定して出発した満

鉄業への進出を開始し

鞍山鉄鉱調査が進めら

計画が本格化したのは，

年の「対華

公司
）
」設立），並

月，大隈内閣は

にかけて内容積

ークス炉４基

そして， 年

トンが記

これらは，年

ヵ条要求」による同鉄鉱

びにますます深刻化する第一

中村雄次郎満鉄総裁に対して

各 ，日産 トン
）
の高

（合計 窯，各窯装炭量 トン

４月には第１高炉への火入

録されている（満鉄［ ］

間銑鉄 万トンおよび鋼製

区採掘権獲得（ 年 月，「中

次世界大戦期の鉄鋼不足が背

製鉄業経営を認可し， 年

炉２基（ドイツ製，八幡製鉄所

，１日コークス生産能力 トン

れが行われ，１年目（ 年度

， ， ）。

品 万トンを生産する大工場

日合弁鞍山鉄鉱振興無限

景にあった。 年

春着工， 年から 年

技師の指導下で建設
）
），コ

）などが完成している。

）の銑鉄生産量として

建設に向けての第１期

計画の一部であ

高炉４基での銑鉄

進められていた

鉄１トン当たり

より，計画は大

高炉のうち一方

完成（銑鉄の珪

り，同計画中の製鋼工場，

年 万トン生産体制を完成する

。しかし，第一次世界大戦終

価格は， 年平均 円が翌

きく変更され，製鋼工場並び

のみによる生産とされた。こ

素含有量の高さ，高炉壁故障の

並びに第２期計画である第３

予定であった）の設計，材料の

結（ 年 月休戦協定）に伴

年には 円に大きく低下
）
）と，

に第３，第４高炉建設を中止

うした当初計画の大幅縮小に

頻出， 年 月の炉底（朝顔部

，第４高炉（ 年度に

購入および一部製作が

う鉄鋼価格の暴落（銑

原料鉄鉱石不足
）
などに

するとともに，２基の

加えて，製鉄技術の未

）大破損による第１高

炉休止，同年

背景に，鞍山製

）

推移し， 年

あった。

当時の満鉄の

黒字によって，

月に火入れした第２高炉も事

鉄所は巨額の赤字を生み出

は， 年 万円， 年

代半ばまで毎年 万円

収支構造（表１）は，鉄道事

社債利息，地方事業並びに製

故頻発のため 年 月に第

していた。製鉄事業の営業収

万円， 年 万

弱という損失は，満鉄の経営

業の巨額の黒字と撫順炭鉱に

鉄事業の赤字を補 するとい

１高炉と交代など
）
）を

支赤字額（満鉄［ ］

円， 年 万円と

にとって大きな問題で

支えられた鉱業部門の

う構造であった。巨額

の社債利子の支

経済が不況を続

配当を続けてい

なくされている

益性事業の中で

業であったが，

払いといくつかの赤字部門を

けた 年代を通じて，民間

る。第一次世界大戦期に満州

中で（［満鉄調査課 ］），満

唯一の赤字部門であった。諸

それは満鉄付属地の建設と維

抱えながらも，全体としては

株主に対する１割配当，政府

に進出した日本資本の多くが

鉄は植民地高利潤を獲得して

事業の中で最大の赤字を計上

持，医療，教育などに関する

黒字経営であり，日本

に対しても４％以上の

，減資や解散等を余儀

いたが，製鉄事業は収

しているのは，地方事

諸事業であり，それら

（ ）



「日米合資満洲製鋼所」構想について（松野）

■■■表１■■■

の支出は日本

う意味をもち

これに対し

期間の興業費

人を中心とする居住者に対

，製鉄事業の赤字とは性格を

て， の３年間合計

（新規事業投資額）の約４分の

する補助（日本人の満州進出支

異にしていた。

で 万円（鞍山市街地建設

１を投じた製鉄部門におけ

援のための利潤再分配）とい

を含めると約 万円
）
），同

る巨額の赤字は深刻であっ

た。 年の

とどまった。

入の２分の１

年の約７割

４倍に達す

れる状況」が

年４月

営業収入は，当初予算であ

支出も 千円と予算の

に相当する赤字を出している

とされたが，現実の収入は予

る赤字を記録していた。「鞍山

生まれていた（［昭和製鋼所

，原敬内閣によって野村龍太

る 千円の約７分の１（

千円を大きく下回った

。翌 年予算は前年を踏

想以上に減少して，わずか

製鉄所の存続に対し，満鉄会

］ ）。

郎社長，中西清一副社長が

％）である 千円に

（予算比 ％）ものの，収

まえて，経費，収入とも前

千円となり，収入の約

社の内外を問わず論議さ

任命され
）
，新たな経営体制

が発足したが

社長，松本烝

満鉄の事業に

調査を依頼

ハ両氏ハ非常

トヲ依嘱セラ

然同計画ヲ中

，新体制の鞍山製鉄所に対す

治理事
）
は，従来から撫順炭

関わっていた井上匡四郎東

している，その際に以下のよ

ナル悲観説ヲ唱ヘ，到底復活

レタリ」。「会社幹部ハ殆ド同

止シ，同計画ニ対スル大部分

る見方は極めて深刻なもの

礦との関連（ 年の炭礦視察

京帝国大学教授（採鉱冶金学講

うな見方が示されたと井上は

ノ見込ナキモノト思考スル

企業ノ到底将来トモ見込ナ

ハ損失トシテ決算セントノ

であった。同年夏，中西副

， 年の受託研究など）で

座担当
）
）に，鞍山の視察と

述べている
）
。「鞍山ニ付テ

モ兎ニ角一應視察スヘキコ

キモナルコトニ決定シ，全

覚悟ヲ定メラレタル時ナリ

シナリ。故ニ

引用者）。

こうした鞍

処理技術の

％前後の貧

は技術的に可

余ハ此ノ最後ノ決定ヲ與フヘ

山製鉄事業の危機的状況を

開発であった。埋蔵量３億ト

鉱を加工し，含有量 ％程度

能であり，その成功と，その

ク其調査ヲ依嘱セラレタル

打開するために推進されたの

ンと言われた鞍山鉄鉱石の大

の製鉄原料として投入可能

他の製鉄技術の改良によっ

モノナリシナリ」（句読点は

が，低品位鉄鉱石（貧鉱）

部分を占める鉄含有量

な人工富鉱を製造すること

て，鞍山製鉄所経営問題の

（ ）



解決は可能であ

の見解であった

の研究」を専門

立命館経済

るというのが，井上匡四郎

。井上の就任とともに（

的に進めるため，鞍山製鉄所

学（第 巻・第１号）

（ 年 月 日「撫順炭礦長・

年１月），満鉄は「貧鉱の経済

内に臨時研究部を設置してい

鞍山製鉄所長事務嘱託
）
」）

的並びに工業的処理法

る（満鉄［ ］ ）。

他方，井上は

５年程度と予想

（東京帝国大学教

名で満鉄総裁に

事ヲ切望致候也

いる（陸密第

生産は大きく改

，日本の鉄鋼自給政策に深い

される研究期間保障などの

授）から鞍山製鉄所の現状や

対して５ヶ年の貧鉱処理研究

」と要望し，その写しを満鉄

号， 年９月２日）。なお，

善しつつある。貧鉱処理研究

関心をもつ陸軍省に対しても

支援を要請している。同省は

井上の計画等について見解を

を「徹底的ニ実施シ可成速ニ

の監督官庁である関東長官及

俵の見解は，鞍山製鉄所の技

の意義は大きいものの，不成

同研究の意義を説明し，

，専門家である俵国一

聞いた上で，陸軍大臣

其ノ解決ヲ期セラレン

び拓殖局長官に送って

師の奮闘により，銑鉄

功の場合でも鞍山製鉄

所は揚子江沿岸

力並びに貧鉱処

撫順炭礦にお

獲得した利権を

表１が示したよ

大豆とともに貨

とが出来る。井

について満鉄の

の鉄鉱石利用などを通じて存

理研究の重要性において，井

いては，大規模露天掘り技術

日露戦争によって日本が継承

うに鉄道に次ぐ大幅黒字部門

物の中心であり，撫順炭礦は

上は，満鉄設立直後（ 年

委託を受け，技師をともな

続可能である，などというも

上と異なる評価を下していた

の開発がすすめられた。ロ

し，満鉄によって経営されて

であった。また，満鉄の鉄道

満鉄の収益構造を根底におい

）に撫順を訪れたほか，

ってドイツで研究し，灑砂法

のであり，満鉄の技術
）
。

シアが中国（清国）から

いた撫順炭礦は，前掲

輸送において，石炭は

て支えていたというこ

年には採炭方法の改良

（ ）の撫

順への導入に関

）ものの

されていた鉄道

掘のみが続け

（［満鉄 ］

されていなかっ

係している
）
。露天掘りは

，「採掘の進展に伴ひ判明せ

敷設や機械採掘は 年には

られる一方，大規模採掘に向

）。このようにすでに

た大規模な露天掘りを実現さ

年より着手された（「古城子

る炭層の存在は甚だ予期に反

放棄されている。その後は手

けて試掘坑が開鑿されてい

部分的に試みられていたもの

せることが撫順炭礦長として

露天掘」，［満鉄 ］

するものありて」，計画

作業による小規模な採

るという状況であった

の，成功の展望が見出

の井上の課題であった。

鞍山製鉄所と

の新体制は米国

井上は，米国

よる米国最初の

２．米国技

撫順炭礦が直面していた以

の技術と資本を導入すること

留学中（ 年から 年頃）

大規模貧銅鉱採掘（露天掘り

術と資本の導入計画

上の２つの課題（貧鉱処理と大

を通じて達成しようとした。

に見学したユタ州ビンガムの

）と人工富鉱化（選鉱）工場の

規模露天掘り）を，満鉄

ユタ・コッパー会社に

成功に強い印象を受け

ている（井上［

ョベルを貧鉱採

の純度を 倍に

貧鉄鉱の富鉱化

試験工場（

と井上は述べて

］ ）。同社はパ

掘に応用し，採掘コストを大

高めているが，鞍山の場合は

処理技術はまだ試験段階では

年創業）は好成績を収めてお

いる
）
。井上は撫順炭礦の大規

ナマ運河開削（ ）に

幅に引き下げていた。ユタ会

２倍で良く，経済的に可能で

あるが，米国ダルース（

り，天然富鉱の 倍以上の価

模露天掘りに対しても米国技

おいて活躍した蒸気シ

社は選鉱を通じて鉱石

ある。銅とは異なり，

）市付近のスワーツ

格が付いている，など

術導入を図り，パナマ

（ ）



運河開削に

る（ 年３

（「鞍山製鉄所

「日米合資満洲

従事したスチーブンス（

月末
）
）。しかし，事態は単な

の日米合弁化 日米合資満洲製鋼

製鋼所」構想について（松野）

大佐，当時哈爾賓に

る技術導入にとどまらず，米

所設立」）についても協議され

滞在）を撫順に招待してい

国からの直接投資受入れ

，時間の経過とともに両

者は一体のも

で生み出され

最終段階に位

第一次

ハリマンと

在奉天米国総

のとして取り扱われていった

た中国並びに満洲における日

置するものであった。

世界大戦期の日米共同対中投

の満洲共同開発計画を日本

領事ストレート〈

。それは， 年代半ば，

米経済提携の可能性を最大

資の試み

政府が破棄して以降，満洲銀

と奉天巡撫唐紹儀，ハリマン，

第一次世界大戦の経過の中

限追求しようとする試みの

行設立計画（ 年― 年，

シフ〈 らとの協

議），錦愛鉄

〈

長官），英米

めぐって緊張

そのために必

の日本経済に

鉄は日露戦

が，米国にと

道建設計画（ 年 月，東三

など米国銀行団による予

独仏４国借款団による満洲開

関係にあった
）
。満鉄は満洲経

要な外貨は，連年の大幅貿易

おいて，国内で調達すること

争外債の例に基づき，米国資

って満洲は 年以来の「門

省総督・奉天巡撫とモルガン〈

備協定締結），満洲鉄道中立化

発計画など，第一次世界大戦

営のために巨額の投資をし

収支赤字に日露戦争外債元

は不可能であり，外資に依

本の利用も試みたが（第１回

戸開放政策」の象徴であり

，クーンローブ

計画（同年 月ノックス国務

前の日本と米国は満洲を

なければならなかったが，

利払いが加わっていた当時

存せざるをえなかった。満

満鉄社債発行計画， 年）

，日米対立の下では不可能

であり，第一

在満鉄株式現

次世界大戦

する動きが米

対華 か条

月９日成立

関係処分案
）
」

次世界大戦前に発行された

金払込額の４倍以上）の社債は

を契機に，中国（満蒙を含む）

国及び日本で顕在化している

要求によって日本の権益を

）の外交基本政策に関連して

は次のように論じている。中

合計４回， 万ポンド（約

すべて英国で発行，資金が調

における日米協力（日米共同

。

拡大した大隈内閣に代わって

，外務省の一文書「支 問題

国における日本にとって有

１億４千万円， 年度末現

達された
）
。しかし，第一

中国開発）を推進しようと

登場した寺内内閣（ 年

ヲ中心トシテ観タル日米

利な情勢を継続する「要諦

ハ実に日本カ

これまでの日

は必然であっ

方策を講じ

の活動に対す

金融上の自由

という利益が

列強関係ヲ如何ニ調理スルカ

本の対米政策は専ら米国の対

て，抑止することは極めて困

ることが必要である。「支 問

る牽制， 米国資本の利用に

と便宜獲得， 米国の中国に

ある。米国は以前から中国で

」にあり，その際最も困難

中活動を抑止することにお

難であり，逆に，それを日

題ニ関スル日米ノ協調」は

よる日本の対中国経営助成

おける発展の日本にとって

の活動において日本との共

な問題は日米関係である。

かれてきたが，米国の発展

本にとって有利に利用する

ロシアの南下と英国資本

， 英国，仏国資本以外の

不利でない方向への誘導，

同を希望する意向を示して

きたが，最

「支 ニ於ケ

使の赴任とい

上記文書

ーリー（

クヘラルド紙

近，米国資本家の中で「日米

ル経済的経営ニ関スル日米調

う機会を捉えて，日米協商の

の中で，日米経済提携を積極

通称

において，自らの日本及び中

対支協同」を提唱するものが

和」を説いている。寺内新内

交渉を開始すべきである。

的に提唱している資本家とし

スチール ）は， 年

国訪問を踏まえて次のよう

増え，在中国米国公使も

閣の成立と佐藤駐米新大

て名前が挙げられた ゲ

月 日付けニューヨー

に述べている。米，日，中

（ ）



３国が協同して

３国の協同は東

の実業は進んで

立命館経済

東洋を開発し，お互いが利益

洋における米国の貿易が発展

大資本を中国の開発に投じる

学（第 巻・第１号）

を獲得する方法を見出すこと

する第１段階であり，政府が

であろう。日本は急速に発展

は決して難しくない。

支持を約束すれば米国

し，東洋における自己

の「モンロー主

他国の既得権や

ーリーの見解に

賛成の立場から

る
）
。

ゲーリーが述

日本興業銀行

義」を提唱する段階に到達し

既定事業を侵害するものでな

対して，米国政府の関与の仕

の多くの意見が米国各新聞で

べた日米あるいは日米中経済

（興銀）とアメリカン・インタ
）

つつあるが，米国には反対す

く，門戸開放は継続されるで

方についての見解の相違等は

表明されている，と佐藤愛麿

提携の可能性を追求する試み

ーナショナル・コーポレーシ

る理由がない。それは

あろう。このようなゲ

あるものの，基本的に

駐米大使は報告してい

の一つの具体的結果が，

ョン（

国証券投資に利

業者との協議を

の投資や仏露公

の大運河改修借

する日本銀行団

ての基本合意で

換した書簡は以

）の合意であった。

用する方針の下に，政府の内

進めている（［興銀 ］

債の引き受けなども意図し

款
）
，並びに日本における水力

（興銀並びに朝鮮銀行，台湾銀

あった。 年３月９日付け

下の一般的原則を確認してい

年末，第一次世界大戦中に

命を受けて小野英二郎興銀副

）。小野副総裁は，モル

たが，実現したのは，すでに

発電投資という２つのプロジ

行，横浜正金銀行の４行で構成）

で小野副総裁が の

る。 興銀並びに日本銀行団

蓄積した在外正貨を外

総裁が渡米し米国金融

ガンと提携した英国へ

が進めていた中国

ェクトに興銀を代表と

が参加することについ

社長と交

が日本に米国資本を導

入する場合，ま

が中国で

議する。

ら協同の申しれ

則である。なお

は期間設定に同

興銀と は

た中国投資において米国資

の事業において日本資本と協

が日本並びに中国での事業

を受けた場合には，共同事業

，同書簡において興銀側は３

意せず，個別の事業契約を早

以上の合意に基づき，同時に

本と協力する際には，最初

力する場合には，最初に興銀

に関して，興銀並びに日本銀

に参加する前に興銀と十分に

年間という合意の有効期間を

期に締結するという方針の確

中国大運河改修借款に関する

に と協議する。

並びに日本銀行団と協

行団以外の日本資本か

協議する。以上の３原

提案しているが，

認にとどまっている
）
。

契約を結び， が中

国と締結した契

総局は 年

借款の前貸しが

新規公債を発

）。

日米あるいは

された中国鉄鉱

約の 分の５を興銀が引き

月， 万ドルの借款契約を

実施されたが，利払い延滞

行し，興銀はその 分の５に

日米中提携の試みのもう一

資源を利用した日米中合弁製

受けることなどを定めている

締結し， 年から 年にか

への対処として， は

あたる 万ドルを分担し

つの例は， スチールと久

鉄所建設計画である。 年

。 と中国政府水利

けて中国政府に対する

年 月， 万ドルの

ている（［興銀 ］

原房之助との間に交わ

３月 日，佐藤大使は，

久原と ス

いること，資金

けること，など

のの，後に述べ

リーは久原との

チールの間で，合弁により日

は日米中３等分とするが，中

で双方が合意したと報告して

る 年段階の満鉄と

交渉について言及し，事業へ

本に大規模製鉄所を建設する

国側が資金を調達できない場

いる
）
。この合意は実際の投資

スチールの合弁製鉄所建設計

の久原の参加打診を提案して

計画が順調に進行して

合には米国側が引き受

につながらなかったも

画協議において，ゲー

いる
）
。

（ ）



日米経

しかし，以

閣）は満蒙

「日米合資満洲

済提携に関する日本政府（寺

上のような中国における日

（満洲及び東部内蒙古）における

製鋼所」構想について（松野）

内内閣）の基本方針

米並びに日米中の経済提携に

日本の特殊権益並びに独占的

対して，日本政府（寺内内

地位を後退させない限り

という制約を

助北京駐在日

中国の純粋

いて多くの議

しければ，横

パリとともに

契約締結）な

設けた。 年１月３日，

本公使に書簡を送り，以下の

に産業的かつ商業的事業に対

論がされているが，われわれ

浜正金銀行が１年前に締結し

ニューヨークが挙げられて

どすでに一定の利権を有する

ラインシュ北京駐在米国公使

点についての非公式かつ個

する列国協調金融支援にお

領事館員相互の会話は非常

た四鄭鉄道借款契約には，

いるとのことだが，それは錦

米国資本家との協力を求めて

（ ）は，林権

人的意見を求めている
）
。

ける日米協力の可能性につ

に興味深かった。情報が正

債券発行地としてロンドン，

愛鉄道（ 年 月借款予備

いると解釈できるであろ

うか。また，

て，並びに日

られるであろ

持ちたい。

このライ

業的見地ニ基

ノ計画ニ参加

資本の流入可

日本がこの約３年間に獲得し

米資本家間の協力に関する具

うか。そうした方面に関する

ンシュ公使からの問い合わせ

クハ明白」，「満洲鉄道ノ中立

シタシト云フ希望ニ外ナラサ

能性が予想されていたことも

た南満洲における諸鉄道建

体的提案がなされているの

より具体的可能性について

について，林公使は， が

又ハ錦愛鉄道ノ布設計画等

ル」とする。そして，四鄭

あり， 日本の主導的地位

設利権の範囲や性質につい

かどうかについて情報が得

貴官と意見交換する機会を

背後にあり「純然タル実

トハ全然性質ヲ異ニシ我方

鉄道借款契約の際，英仏米

保持， 日本の満蒙特殊利

益への無影響

であるとし，

林公使から

人の回答とし

る日米資本家

部内蒙古にお

日本資本家を

， 米中間の鉄道契約への日

具体的回答案を示して外相の

の請訓に対して，本野外相は

て了承するとともに，以下の

の協同を日本政府は歓迎し支

いても，鉄道その他の企業に

通じて米国資本家が投資する

本参加，の３つを方針とし

見解を求めている
）
。

１月 日付け回訓で，林公

基本原則を確認している
）
。

援する。 日本が特殊利益

ついて中国政府との契約の

のであれば異議を唱えない

て提議に応じることが有益

使の回答案をあくまで一個

中国の純粋商工業におけ

を獲得している満洲及び東

当事者となるのではなく，

。 四鄭鉄道必要資金はす

でに調達済み

詳細が決まっ

務省の基本方

既得ノ地位ヲ

ニ於ケル協同

ついての米国

以上の回訓

であり，米国資本の投資の余

ておらず，米国投資問題の具

針は，日米協同は日本の満

全部又ハ一部抛棄スルニ非レハ

」を認めるというものであっ

公使の回答振りを見てさらに

に基づく１月 日付けの林の

地はない。満蒙に於けるそ

体的決定は他日に譲る。こ

蒙特殊権益に少しでも抵触し

行ハルヘカラス」）というもので

た。なお，米中間の鉄道借

対応を検討するとしている

回答に対してラインシュは

の他の日本関係鉄道はまだ

のように，この時点での外

てはならない（「日本ニ於テ

あり，この「主義及程度

款に関する日米協同問題に

。

直ちに返書を送り，林の回

答が「日本の

うかという

外の国籍の人

信じていると

ンシュと意見

進行しなかっ

特殊権益の存在している地域

疑念を生じさせ」，驚きといわ

間が有している既存の権益が

表明している。林は１月 日

交換したが，満洲並びに中国

た
）
。

において，米国資本が事業

ざるを得ないと述べるととも

日本政府の行動によって傷

，一時賜暇の挨拶を兼ねて

の鉄道事業に於ける日米提

に参加することが可能かど

に，錦愛鉄道など日本以

つけられことがないことを

米国公使館を訪問し，ライ

携に関する協議はそれ以上

（ ）



四鄭鉄道借款

ロンドン，パリ

は公債（ 万円

立命館経済

契約（ 年 月）には，市

またはニューヨークで発行す

）は 年５月，すべて日本

学（第 巻・第１号）

場の都合により正金銀行は公

ることが出来るという規定が

国内で発行され，外国資本が

債の全部または一部を

あったものの，現実に

参加することはなかっ

た。第一次世界

幅黒字化と金融緩

した経済環境の

契約当事者の立

日本政府の原則

た，米国

（ 年３月）も

大戦が日本の国際経済にお

和）の中で，外資依存の必要

変化と，本野外相の林公使

場，つまり日本と同等の立場

は，中国の経済開発に関する

保有の大運河改修借款に関

，日本政府の方針と同様に，

ける地位と国内金融市場に与

性が減少したことがその経済

への回訓（ 年１月）中に示

での満蒙における日米協調は

日米協調を大きく制限するも

する利権への興銀を代表と

中国政府との契約の当事者は

えた影響（国際収支の大

的背景にあった。そう

された，中国政府との

認められないといする

のであった。前項で見

する日本銀行団の参加

あくまで であり，

興銀は と

その後の日本

借款利権への米

協調の具体的実

ける不十分な形

寺内内閣

年４月の

の契約を通じて公債発行に参

政府（寺内内閣）の政策もあ

国資本の参加はなかった。第

行例は，このように と

での協調のみに留まった。

の「日中経済提携」路線

米国の第一次世界大戦参戦，

加するという形式であった。

って，どのような形式であれ

一次世界大戦期に試みられた

興銀による大運河改修借款

同年３月以降のロシア革命の

日本の保有する対中国

中国開発における日米

（実行は 年６月）にお

進展等，国際情勢が新

たな展開を見せ

において，中国

壌地域（満蒙）

並びに機会均等

ただし日本政

ロー主義」に大

中協力」を進め

る中で，日米は利害調整を

の独立・門戸開放・機会均等

に於ける「日本の特殊利益」

を保障した上での「東洋モン

府（寺内内閣）は，この時期

きく傾斜し，中国国内で対立

る（「援段政策」）を大規模に

試み，石井・ランシング会談

原則の尊重を両国が確認する

を容認した。ゲーリーが述べ

ロー主義」の容認といえる。

以降いわば「欧米資本の排除

している二つの勢力の一方を

展開していった。鉄道建設，

交換公文（ 年 月）

一方で，米国は領土接

た外国の経済的既得権

をともなった東洋モン

支援し，同勢力と「日

鉱山開発，金融改革な

どを名目に，担

きではなく寺内

借款」）。借款の

の興業銀行総裁

生じている（［

えた日本銀行団

ていた。西原借

保並びに返済計画が不明確な

首相の特使，西原亀三による

具体的供与機関は，日本興業

（志立鉄次郎）が借款供与を

興銀 ］ ）。すでに見た

の代表として，日米共同に

款は，銀行経営の論理という

大規模な借款が，通常の外交

交渉を通じて供与された（

銀行，朝鮮銀行，台湾銀行の

めぐる政府との対立の中で辞

ように，興銀は朝鮮，台湾両

よる中国・満洲開発に関する

点で問題であるだけでなく，

ルート，対外貸付手続

年，いわゆる「西原

３行であったが，当時

職するという事態まで

行に横浜正金銀行を加

協議を米国 と行っ

その背後にある欧米勢

力を排除した日

とは大きく異な

西原借款はそ

製鉄業と金融改

］）。中国の

ついて触れてお

中経済協力構想という点でも

るものであった。

の政治的側面が強調されがち

革（金本位化）に関して日中

金融改革についてはかつて検

きたい。 年９月，田中義

，外資導入機関として出発し

であるが，借款の背景には，

協力を実現するという構想

討していることもあり
）
，製鉄

一（陸軍中将）は「日支製鉄

た興銀の従来のあり方

「鉄と金円」，すなわち

が存在していた（［大森

業に関する日中協力に

事業ノ共同経営ニ就テ」

（ ）



（対支経営私見

「鉄ノ独立

……日本ノ智

「日米合資満洲

別冊
）
）を作成し，関係者に配

自給ハ現下ノ状勢ニ於テ日支

ト財トヲ以テ支 天然ノ資源

製鋼所」構想について（松野）

布している。

両国共通ノ問題ニシテ而モ共

ヲ調和シ得ハ鉄ノ独立ハ茲

ニ個々ノ独立ヲ許サス。

ニ確立シ，日支両国ノ間始

メテ相離ルヘ

合弁ニ係ル

引用者）

このように

（欧米への鉄鋼

めに日本は

ニ拘泥スヘ

カラサル関係ヲ生スルニ至ラ

大製鉄会社ヲ建設シ，支 ノ

田中は，日本の技術と資金に

依存からの脱却）を実現しよう

既存利益の一部を率先して犠

キ時機ニアラサルヲ納得セシ

ン。而シテ此目的ノ為施設

採鉱及製鉄ヲ統一セシムルニ

よる中国鉄鉱資源の統一的

という構想を打ち出してい

牲にすべきであり，「徒ラニ目

ムルヲ要ス」（ ）とする。

スヘキ第一ノ事業ハ，日支

在リ。」（ ，句読点は

開発を通じて，「鉄ノ独立」

る。そして，その実現のた

前ノ小利害ト従来ノ情偽

具体的には，八幡製鉄所

と漢冶萍製鉄

国国内のその

ある（

らず，国内

「帝国ノ存立

こうした

していた日米

日中経済提

所を中核にし，日本の大資本

他の鉱山採掘や製鉄業を包含

）。日本が中国において有し

の八幡製鉄所も日中合弁とす

上絶対必要条件タル鉄ノ独立

田中の構想は，先述の

中合弁製鉄所建設構想と基本

携論に立つ西原は，中国の国

家が参加した「一大日支合

し，可能ならば石油採掘
）
に

ていた，本溪湖，鞍山など鉄

るという「犠牲」を払っても

自給」（ ）を達成しようと

スチール（ゲーリー）と久原房

的内容において対立するも

営製鉄所建設のための借款

弁製鉄会社」を設立し，中

も従事させるというもので

鉱，製鉄業の利権のみな

，中国の資源を確保し，

するものであった。

之介の間で同時期に進行

のであった。田中と同様に

（１億円，期間 年，年利

％）交渉

権獲得をめざ

重要資源・産

供与に対する

供給契約及び

辞職により中

本の既得権益

を展開するが，日本の既得権

す大倉組や，列強との共同によ

業に対する日本の支配拡大へ

興銀の反対もあって，難航し

付帯書類」として 年９月

止となった
）
。田中が述べてい

の一部放棄ですら，既進出勢

擁護や利権拡大をめざす立場

り中国の資源ナショナリズム否定

の中国国内の危惧や反発，

た。同借款は「国営製鉄廠

，日本政府によって承認さ

た八幡製鉄所の日中合弁化

力からの反対により実現で

からの反発（鳳凰山鉄鉱利

を目指す林権助公使など），

担保が不明確な巨額の資金

借款契約，製鉄及び鉄鉱石

れたものの，寺内内閣の総

どころか，中国に於ける日

きなかった。

なお，

利害調整を試

善のためにス

対して，日本

置し，日本独

大使との間で

重ねている
）
。

年秋から 年にかけて，

みている。 年秋，米国は

チーブンスを長とする委員会

は 年８月のシベリア出兵

自のシベリア及び北満進出政

，シベリア鉄道並びに旧ロシ

ただし，内閣が交代し原内閣

日米はシベリアの鉄道や資源

ロシア革命によって混乱し

をウラジオストクに派遣し

決定と平行して「臨時西比

策を検討するとともに，ス

アが支配していた東支鉄道

に入った 年 月段階で

の管理（支配）をめぐって

ているシベリア鉄道輸送改

た
）
。こうした米国の動きに

利亜経済援助委員会」を設

チーブンス並びに駐日米国

の共同管理について交渉を

も「日米委員共同管理又は

地方を分割管

年 月８

立打開の道を

第一次

寺内内閣に

理など大凡三案まで提議せし

日）せざるを得ない状況であ

見出せていなかった。

世界大戦終結と外資依存の復

よる英米を排除した「日中提

も妥協を得ず」と内田外相

り，中国だけでなくシベリア

活

携」路線は，第一次世界大

が報告（［原敬日記５］ ，

においても日米の利害対

戦による欧米勢力の中国か

（ ）



らの後退，同じ

（欧米に対する金

乱（ロシアと米

立命館経済

く第一次世界大戦を背景とし

融依存の必要性の一時的消滅），

国による挾撃の可能性縮小），中

学（第 巻・第１号）

た日本の経済発展と国際収支

日本を脅かしていたロシアに

国に於ける親日政権の存在な

の大幅黒字と正貨蓄積

おける革命の発生と混

どをその背景にしてい

た。しかし，世

る親日政権への

って成立した原

（ 年 月）。

第一次世界大

年， 年代

ることとなった

界大戦終結の確実化，日本の

批判が高まる中，米騒動発生

敬内閣は，中国国内対立を助

戦終結にともなう，日本の

の赤字は大戦前を大きく上回る

が，その相手先は戦前とは異

対中政策に対する欧米諸国か

を直接のきっかけとして寺内

長する政治借款供与の禁止な

国際収支の赤字再転落（貿易収

規模となった）は，外国資本依

なり，戦争によって疲弊した

らの批判，中国に於け

内閣が総辞職し，代わ

どを閣議決定している

支は 年，経常収支も

存の必要性を復活させ

ヨーロッパではなく，

大戦中に国際経

の獲得，鞍山製

し，膨大な資金

小傾向の中では

とが不可欠であ

年３月，

入れているが，

５月にかけて対

済地位を大きく発展させた米

鉄所の建設や撫順炭礦大規模

を必要とする満鉄にとっても

，増資（ 年）による資金

った。

満鉄は興銀経由でナショナル

市場条件悪化のために交渉は

中国新四国借款団組織協議の

国が中心となった。諸鉄道敷

露天掘り計画など，第一次世

， 年の反動恐慌以降の国

調達に加えて，米国を中心と

・シティ会社（

不成立に終わっている
）
。満鉄

ために来日した（中間の中国

設権や借款供与優先権

界大戦中に事業を拡大

内不況や正貨準備の縮

した外資に依存するこ

）に社債発行を申し

は翌 年２月末から

旅行を挾む
）
）モルガン商

会のラモント

行を打診し，ラ

続した。なお，

対する日本の権

アジアにおける

発足した。

新四国借款団

（ ）に直接に

モント帰国後も，同年４月か

新四国借款団は，ラモントと

利の保護（借款団の対象からの

日本の投資に対する米国の金

発足に見られる第一次世界大

，また，日銀総裁井上準之助

ら派遣した出張員
）
を通じてニ

横浜正金銀行梶原頭取の間で

除外）とそれ以外の未成鉄道

融援助などを定めた協定締結

戦後の日米協調強化の中で進

を経由して米貨社債発

ューヨークで交渉を継

の，満洲の幹線鉄道に

の他国投資への開放，
）
とともに，同年 月に

められた満鉄社債発行

交渉と，米国技

戦中の ス

鞍山製鉄所の日

術導入による鞍山製鉄所貧鉱

チールによる米日中合弁製鉄

米合弁化構想が浮上，具体化

３．日米合資満

処理，撫順炭礦大規模露天掘

所計画などを背景にして，

されていった。

洲製鋼所構想とその挫折

り技術開発の試み，大

年から 年にかけて

．満洲製鉄

年１月，

ノ件
）
」を提出し

）鞍山製鉄所

するには，

数千万円の

事業日米合弁化計画

満鉄社長野村龍太郎は原敬首

，満洲の製鉄事業日米合弁計

の事業は「稍々其ノ緒ニ就」

選鉱装置の新設，数個の溶鉱

資本投下が必要である。

相宛てに以下のような内容の

画に対する政府の内意を求め

いたところであるが，経済的

炉の増置，製鋼事業の創始が

「日米合資満洲製鋼所

ている。

利益を生むように経営

不可欠であり，さらに

（ ）



）そのため

債が不可

）満鉄の

「日米合資満洲

米国での起債計画を策定し，

能で，先方が共同出資経営の

財政状態では巨額の投資が不

製鋼所」構想について（松野）

すでに認可を得て募債の努

意図を持っている場合の措

可能であること，また日本に

力をしているが，もし，起

置を考える必要がある。

よる利権独占という「誤

解」が米

営ノ本溪

日米両国

）大倉組そ

得たうえ

満洲に於け

年初め

国に存在することを考えると

湖煤鉄公司ヲ併セテ」提供し

の親善と帝国鉄鋼政策解決の

の他関係者との内議，計画へ

で進めていく。

る日本の製鉄事業，すなわち

の段階において，以上のよう

，この際「弊社ノ鞍山製鉄

，日米共同の事業として満

「一挙両全ノ長計」と考え

の中国の参加，細目の検討

鞍山及び本溪湖両製鉄所を

に，内閣全体の了解（閣議決

所及出来得ヘクハ大倉組経

洲製鋼所を創設することは，

られる。

については，政府の内意を

日米共同経営とする構想は，

定）を得る段階にまで達し

ていた。同構

簡）も下記の

）鞍山と本

の土地・建物

公司とともに

に働きかける

ここで，日

採鉱（鉄鉱石

想の骨子について，もう一

ように述べている（［解

溪湖を改組して満洲製鋼所を

・設備・鉱石），米国側は ％

採鉱事業のみを行う。 ）大蔵

。

米合弁満洲製鋼所への本溪

，石炭）事業への専念化が言

つの史料（ 年 月 日付け

］
）
）。

設立する。 ）出資比率は日

とする。 ）本溪湖の製鉄事業

大臣は同意，陸相・海相も

湖（煤鉄公司）の包摂，そして

われているが，その背景には

の野村社長の中西副社長宛書

本側 ％（鞍山および本溪湖

は中止し，鞍山鉄鉱振興

異議なく，これから大倉組

独自の製鉄事業の中止と，

，満洲の製鉄業にとって

重要な資源で

溪湖の製鉄事

米合弁構想が

湖も構想に組

このような

内では，野村

蔵相，井上

ある本溪湖の良質のコークス

業によって浪費されていると

具体化され，各閣僚への説明

み込む議論が満鉄内部でなさ

日米合資満洲製鋼所構想の詳

社長，中西副社長，井上鞍山

準之助日銀総裁の積極的かか

炭が，劣悪な採掘技術と，

いう認識があった
）
。満鉄首

が開始されようとした

れていた
）
。

しい成立経過は必ずしも明

製鉄所・撫順炭礦長，松本

わりが見られ，米国ではゲー

小規模で技術水準が低い本

脳部の間で鞍山製鉄所の日

年７月段階で，すでに本溪

らかではない。ただ，満鉄

理事，満鉄外では高橋是清

リー（ スチール），ラ

モント（

橋との関係か

井上は，八

るとして，

米合弁事業化

だ，井上が後

財政的困難に

モルガン商会）が関わってい

らも本構想の初期段階から知

幡製鉄所を中心とするドイツ

従来から不満を持っており，

の必要性を確信し，野村社長

に高橋から直接聞いたとする

ついての中西の報告（ 年

る。原敬首相も野村，中西の

る立場にあったと思われる

技術に基づく日本の製鉄業

満鉄就職にあたっての現地視

，中西副社長に献策し，認

ところによれば，鞍山製鉄

，副社長就任後間もない頃と思

任命権者であり，また高

。

が小規模で米国に遅れてい

察（ 年夏）を通じて日

められたと述べている
）
。た

所問題を背景とする満鉄の

われる）に対して，高橋は

次のように，

「［鞍山が］

ムヘシ。又若

言うまでも

海軍の承認が

重要であっ

米国の技術の利用や合弁化な

若シ見込ナクバ速ニ中止スル

シ出来得ヘクハ将来同事業ヲ

なく，鉄は武器，艦船，砲弾

不可欠である。 年夏議会

たのは陸海軍大臣の同意であ

どの方策を与えていたとい

カ宜シカラム。然シ其前一

米国ト合弁シテ為スガ宜シ

等の基本材料であり，鞍山

の末に各大臣への説明と内

った。しかし，海軍大臣（加

う。

応米国技師ヲシテ調査セシ

カラム
）
」。

製鉄所等の合弁化計画は陸

諾獲得が図られたが，最も

藤友三郎）は井上の説明に

（ ）



直ちに賛成を表

問によって，日

大臣に対しても

立命館経済

明したものの，陸軍大臣（田

本側の持ち株過半数を条件に

説明がなされ，高橋蔵相から

学（第 巻・第１号）

中義一）は即答せず，野村社

承認を得ることが出来たとの

は積極的賛同が得られたと井

長も加わった数回の訪

ことである。其の他の

上は述べている
）
。

なお，本節冒

会（ 年１月

）鞍山製鉄

である。 ）製

異議がない。

る。

こうした結論

頭で紹介した「日米合資満洲

日付け）に関する陸軍内の検

所の発展は大いに望ましく，

鉄所を日米合弁とする案につ

）ただし，経営方針について

に至るまでの「研究」結果と

製鋼所ノ件」に対する野村社

討結果は次のようなものであ

その資金獲得のために外債を

いては，将来，合弁の範囲を

は日本政府が指導できるよう

して，陸軍は以下の諸点を整

長の田中陸相宛ての照

った
）
。

募ることは適当な措置

拡大しないのであれば
）

な組織とする必要があ

理している。

「利益ノ点」

鉱，その他製鉄

他方，「不利

合弁化を提議し

ノ鉄鋼政策」が

所である以上，

性がある（「意

シ」。

）所望資金が獲得できる。

技術を輸入できる。

ノ点」として次の３つを挙げ

ないとも限らない。 ）日米

不徹底に陥らないという保

軍需工業動員の適用を受ける

ノ如クナラサルコトアルヘシ」）。

）米国人の猜疑心が緩和され

ている。 ）米国が将来，さら

合弁化した鞍山製鉄所が日本

証がない。 ）日本の法律に基

が，日米合弁のために，日本

「要スルニ軍事利用ノ見地ヨ

る。 ）米国の採鉱，選

に進んで炭鉱や鉄道の

の指導に応じず，「帝国

づいて設立された製鉄

の自由にならない可能

リスレハ極不便ナルヘ

このように，

員上の懸念を表

いう条件を満た

．米国にお

以上のような

撫順炭礦，鞍山

原内閣としての合意獲得の上

明しながらも，日本の経営主

せば，製鉄所合弁に反対しな

ける交渉

，政府内の最終調整が進行す

製鉄所への技術導入と合弁計

で最も障害となると考えられ

導権確保と，合弁範囲を炭鉱

いという態度であった。

る中で，井上匡四郎は 年

画に関して米国での交渉を展

ていた陸軍も，軍事動

や鉄道に拡大しないと

１月末，日本を出発し，

開した
）
。

渡米に際して

鉄所選鉱ニ関スル

関シ必要ナル機

竝ニ其実施ニ関

百万円以内ニ

（

並びに，米国及

，井上は満鉄から以下の権限

設計及機械購入，技師傭聘方ヲ

械ノ購入及技師傭聘等ニ関ス

シ必要ナル機械ノ購入及技

テ行フ事」というものである

び英国におけるすべての事業

を与えられたとしている（「

井上子爵ヘ委嘱ノ件
）
」）。「撫順炭

ル一切ノ事項」及び「鞍山製

師傭聘等ニ関スル一切ノ事項

。ところが，同資料に添付

）の写しによれば，

取引を会社に代わって行う全

撫順炭礦ノ設計竝ニ鞍山製

礦ノ設計竝ニ其実施ニ

鉄所選鉱ニ関スル設計

」について，「全額金一

されている英文委嘱状

「購入，社債発行交渉，

般的行為」という極め
）

て広範かつ大き

らの委嘱の他に

出発前，井上匡

チールのゲーリ

ではなく，その

なお，渡米以前の

な権限を井上は野村社長から

，日本銀行総裁井上準之助か

四郎が鞍山製鉄所日米合弁計

ー宛ての紹介状を依頼したの

ことも含めたラモント宛て

井上の活動として，モース（

与えられたことになっている

ら，モルガン商会ラモント宛

画を説明し，合弁相手先と

に対して，井上準之助はゲー

の紹介状を井上匡四郎に与え

。井上は，この満鉄か

ての紹介状を得ている。

考慮されていた ス

リーへの直接の紹介状

たということである
）
。

（ ）



）との連

理技術につい

という
）
。

「日米合資満洲

絡が挙げられる。井上は鞍山

て相談しており，井上はモー

製鋼所」構想について（松野）

製鉄所・撫順炭礦長就任後す

スに対して出発前までの米

ぐ，挨拶をかねて貧鉱処

国関係を全部依拠していた

井上は

めている。

３

定したニュー

ーと会談，続

米国最大の鉄

年２月 日サンフランシスコ

鉱山等の視察を経て，ニュー

月４日），並びにポッター（

）に会っている。その上で

ヨーク銀行家との昼食会
）
でラ

いてダルース市のオリバー

鉱会社）を訪問，約２週間滞在

に上陸，モース等と面会し

ヨークに到着したのは３月３

，３月８日，満鉄ニューヨー

モントと会見し，同日直ち

鉱山会社（

し，技師長セベニウス（

て技師の人選から活動を始

日
）
，スチーブンス（

ク事務所長田村羊三が設

にラモントの紹介でゲーリ

スチールの鉱山部で

）との間で，

鞍山製鉄所，

（

鞍山貧鉄鉱選

撫順に米国専

目的は下記の

「鞍山地域

『コークス』

内ニ於テ選鉱

撫順炭礦事業について技術面

セベニウスが建設中の貧

鉱実験の成功がほぼ確実とな

門家委員会を派遣，調査を実

通りだった
）
。

ニ於ケル同鉄鉱ノ独占権ヲ

使用ノコトヲ調査［『コークス

ニ最モ適応スヘキ鉱石ノ存在

を中心に，協議を重ねてい

鉄鉱選鉱会社 嘱

ったこと等を受け，共同事

施することで合意した。セ

［先ツ］（文字抹消――引用者）

』用炭山ノ支配権ヲ取得］（

量ノ確定等万般ノ問題ヲ将

る。そして，ハッチンソン

託）がその間進めていた，

業遂行の前提として，鞍山，

ベニウスが述べた委員会の

取得スルコト，本溪湖ノ

同）スルコト，其ノ他鉱区

来ニ於テ遺憾ナカラシムル

為」という目

委員の人選

工場視察など

委員会

は次

（

的である。

並びに報酬については，井上

）の際，セベニウスより提案

のメンバーによって構成され

（

の再度のダルース訪問（４月

され，田村紐育事務所長も参

ていた
）
。

） （

日の 選鉱

加して決定された。

）

）

（

以上のよう

談がなされて

モルガン並び

せる意向を表

（

（

な，井上とセベニウスの協議

いる。３月 日には，ラモン

に重役に紹介されている。そ

明したと井上は報告してい

）

を受けて，井上とモルガン

トからの招待で，井上はモ

して会食後の会談の中でラ

る。井上の渡欧（リスボンで開

）

）

商会並びにゲーリーとの会

ルガン商会において会食し，

モントは満鉄社債を成立さ

催される万国議院商事会議に
）

出席）直前の

ら連絡を受け

ソン（

井上はゲーリ

洲における日

もとに，具体

４月 日には，欧州出張中の

て，田村羊三も同行してモル

）が同席する中で，満鉄の

ーと２回目の会談を行ってい

米合弁事業に極めて積極的態

化を進めることで井上と合意

ラモントの代理として秘書

ガン商会で会食し，社債業

財務状況について詳細な議論

るが，ゲーリーは前回（３月

度を示すとともに，満洲へ

した。なお，ゲーリーはこ

のイガン（ ）か

務の責任者であるアンダー

を交換している。同日，

８日の会談）と異なり，満

派遣される委員の報告書を

の会談で，従来からのいき

（ ）



さつ（ 年段

並びに日米の出

このように，

立命館経済

階での製鉄合弁事業合意，前述）

資比率を同等（ ）

井上の訪米を通じて，満鉄と

学（第 巻・第１号）

から，出資者として久原房之

とすることを提案し，井上は

スチールを軸とした日

介を参加させること，

了解している
）
。

米合弁の満洲製鉄事業

計画が，そのた

た。それは，苦

よる製鉄事業の

掘技術の向上等

るはずであった

末尾にもあった

合弁事業に含ま

めの資金であるモルガン商会

境に陥った鞍山製鉄所の技術

集約効果とコークス用石炭資

を満鉄にもたらす可能性を持

。また，この日米合資満洲製

ように，日米にとどまらず，

れることが想定されていた

による満鉄社債発行とともに

改造と製鋼事業への進出，本

源の確保，満鉄の事業収益の

つとともに，満洲における日

鋼所構想は，野村社長の原首

中国の参加についての論議が

鞍山の鉄鉱石採掘（振興公司）

，具体化されつつあっ

溪湖も包摂することに

根幹を成す撫順炭鉱採

米対立を大きく緩和す

相への内意請求文書の

予定されていた。日米

並びに本溪湖煤鉄公司

が日中合弁であ

を考えると，検

しかし，同構

大の問題として

る大倉組からの

出資比率なども

等とすることは

も明確ではない

ること，モルガンが積極的

討されていた日米協力は，日

想にはまだいくつかの不確定

，合弁事業に含まれることと

合意がまだ得られていなかっ

確定していなかった。事業の

，陸軍が容認した範囲を逸脱

し，中国を日米合弁事業に加

イニシアチブを発揮した新四

米中３国協力に発展する可能

要素や克服すべき問題が存在

なっている本溪湖煤鉄公司並

たことである
）
。第二に，合弁

範囲に炭鉱を含めること，ま

するものであった。久原の参

えるには新たな交渉や論議，

国借款団や の存在

性を持っていた
）
。

していた。第一に，最

びにそれを支配してい

事業の範囲，出資者，

た，出資比率を日米同

入に対する満鉄の態度

複雑な利害調整を必要

とした。こうし

会が寄せられ
）
，

では一致してい

すでに見たよう

（

いる（スチーブ

極力避けるよう

た事情を背景にして，事業に

野村社長が井上に注意すると

ても，モルガン， スチ

に，井上は米国到着後サンフ

）やスチーブンス

ンスと井上はその後も接触を続け

に勧告し，井上はゲーリー

ついての米国での報道に関し

いう事態も生じていた
）
。第三

ール以外の協力相手を模索す

ランシスコに長く滞在し，紐

との会談を経た上で，ラモン

ている）。スチーブンスは

との会談（２回目）の際，ある

て外務省から満鉄に照

に，日米協力という点

る動きが存在していた。

育に到着後もポッター

トとゲーリーに会って

スチールとの提携を

点については「コミッ

トメント」を避

報告は，満洲に

資本家（例えば

えている。

このような状

てきたアメリカ

阻止する動きが

ける必要を感じたようである

おける日米合弁製鉄事業計画

の

態の下で，日本国内では満鉄

からの資本と技術の導入よ

強まっていた。

と，在紐育熊 総領事は報告

や満鉄社債についてニューヨ

）が関心を持っていると，

をめぐって政治問題が造出さ

る満洲開発政策（日米中３国共

している
）
。また，同じ

ークの多くの銀行家・

井上が述べたことを伝

れ，満鉄首脳部が進め

同への方向性を持つ）を

．満鉄事件

当初の予定よ

貴族院予算委員

原内閣の「監督

続いて，１月

の発生と日米合資満洲製鋼所

り２ヶ月近く遅れ，井上匡四

会総会において仲小路廉（研

責任」を追及した。いわゆる

日の衆議院予算委員会総会

構想の挫折

郎が米国に向けて日本を出発

究会）が質問に立ち，「満鉄紊

「満鉄事件」あるいは「満鉄

において早速整爾（憲政会）が

した 年１月 日，

乱」問題を取り上げ，

問題」の表面化である
）
。

同様の質問を行い，２

（ ）



月 日の貴族

の他の「紊乱

接し満鉄が受

「日米合資満洲

院予算委員会総会において仲

」を取り上げ，満鉄を攻撃す

託採掘をしていた塔連炭鉱

製鋼所」構想について（松野）

小路の第２回質問がなされ

るものであったが，焦点と

の買収や，船舶，硫安工場の

ている。質問内容は人事そ

なったのは，撫順炭鉱に隣

買収において不正（不当に

高い価格での

潤二前興業課

年所収］

あった。同様

の満鉄株を取

で告訴して

過程において

買収）がなされていたというも

長（兼外事課長， 年９月満

「愈々出でて愈々醜 暴露された

の満鉄に対する攻撃が，東京

得した憲政会の院外団３名が

いる。この告訴が受理され，

，満鉄野村社長・中西副社

のであった。それらの根拠

鉄辞職）の内部告発（「余が辞

満鉄不正事件」『大阪毎日新聞』

日日新聞，国民新聞での連

３月７日，野村龍太郎社長

中西清一が起訴される（６月

長は辞職を余儀なくされてい

となったのは，満鉄の山田

職の理由」［『赤心録』民友社，

年３月５日より連載）で

載でもなされる中で，少数

・中西清一副社長を背任罪

３日予審請求・取調べ開始）

る（５月 日付け）。なお，

予審は 月

決， 万円の

して出廷した

第２審の判決

満鉄事件は

同構想の推進

野村社長並び

らに，野村及

日終結，公判は 年１月

価値の塔連炭鉱を 万円で購入

撫順炭礦庶務課長小日山直登が偽

（同年 月 日）は証拠不十

日米合資満洲製鋼所構想に深

は，議会，並びに新聞を通じ

に業務を実質的に進めていた

び中西に満鉄改革を託した原

日東京地裁で開始され，第

し
）
，満鉄に損害を与えたとして

証罪）， 年 月 日より

分で無罪（検事側上告せずに確

刻な打撃を与えた。閣議決

ての満鉄攻撃の中で不可能

中西副社長の辞任は，政策

敬首相自身が 年 月４

１審有罪（ 年 月 日判

中西が背任罪，予審に証人と

開始された東京控訴院での

定）というものであった
）
。

定直前の段階に達していた

となり，最高責任者である

転換の開始を意味した。さ

日暗殺されるという事態が

発生してい

日― 年３

年５月 日―

室主事事務取

このような

ための重要

（ 年６月

る。構想立案に最初から関わ

月 日）として短期間新体制

年 月 日），松岡洋右理事

扱い就任）体制の下で，構想は

事態の推移の中，井上匡四郎

な前提と位置づけられた米国

７月， 日余
）
），計画を進展さ

り，推進していた松本烝治理

に残ったものの，三井合名出

（ 年７月４日― 年３月

放棄されていった
）
。

とセベニウスの合意に基づ

専門家の満州における現地

せる具体的措置には結びつか

事が副社長（ 年５月

身の早川千吉郎社長（

日， 年１月 日に社長

き，日米合弁計画具体化の

調査は実施されたものの

なかった。他方，モルガ

ンを通じた満

由の交渉で一

失敗に終わ

を決議した

藤 ］

井上は欧米

身に対する排

鉄社債募集計画も，ワシン

定の進展をみせたものの，

っている（［三谷 ］ ）。

が，外債は米国ではなく，結

［満鉄 ］ ）。

出張からの帰国後も，構想実

斥運動が発生する中で，

トン会議（ 年 月― 年２

年２月，国務省からの不

満鉄は 年 月の臨時株主

局，英国（ 万ポンド，

現のために閣僚訪問等を続

年７月に早川社長より解職

月）に出席した深井英五経

承認がモルガンに伝えられ

総会で社債 万円募集

年７月）で発行された（［加

けるが，満洲現地で井上自

通知を受けている。井上は

通告を拒否

を内部報告と

た日米（日米

なされる直前

したものの，早川急死（同年

してまとめ，満鉄を退社した

中）共同での満洲資源開発構

の段階で挫折した。

月）のあとを受けた川村竹治
）
。原敬内閣の下で 年に

想は，このようにして，その

社長の下で，自らの活動

発足した満鉄新体制が進め

可能性を含む閣議決定が

（ ）
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４． 年代満洲にお

学（第 巻・第１号）

ける日本の製鉄及び石炭事業

日米（中）共

業は以下のよう

．鞍山貧鉄

鞍山製鉄所の

所長の下，鞍山

同資源開発構想が否定された

に推移した。

鉱処理技術と銑鉄生産の増大

存立に関わる貧鉄鉱処理（富

製鉄所内の臨時研究部（

後， 年代日本の満州にお

鉱化）技術については，すで

年１月設立）において研究が進

ける製鉄並びに石炭事

に触れたように，井上

められるとともに，米

国（製鉄所の日

しかし，梅根常

に日米合弁計画

めることとなっ

］

にセベニウスと

ソンと満鉄の契

担当している
）
。

米合弁化計画とともに）および

三郎技師による「還元焙焼法

の消滅，井上辞任などを経て

た（ 年１月選鉱工場建設開

）。ただし，米国からの技

井上の依頼で貧鉱処理実験を

約は少なくとも 年末まで

また，選鉱工場の主要機械・

ドイツからの技術導入につい

」の開発成功（ 年９月，

，いわゆる「鞍山式選鉱法」

始， 年７月本作業開始，同

術導入が全く行われなかった

行うとともに，満州実地調査

続き，選鉱工場の焼結工程部

装置の中で，還元焙焼炉（鞍

ても試みられていた。

［満鉄 ］
）
），並び

によって貧鉱処理を進

年 月全工場 動，［満鉄

わけではない。 年

にも参加したハッチン

分の機械設計と製造を

山製鉄所），還元鉱粉砕

機（神戸製鋼所

械であった。さ

第３高炉（

）。

以上の選鉱工

円（興業費決算

方で，

）を除いて，砕鉱機，分級機

らに， 年の鞍山製鉄所銑

トン炉， 年３月火入れ）は

場建設並びにその関連設備の

額は 万円）という巨額の

年にかけて資産の再評価・切

，磁力選鉱機，焼結機は米国

鋼一貫生産体制整備事業計画

米国製であった（［堀切 ］

整備のために，満鉄は

新規投資を行っている（［満鉄

捨て（投資額は 年末の

製を中心とした輸入機

に基づいて建設された

［張 ］

の３年間で， 万

］ ）。他

万円から 年末の 万

円に半減），石炭

年 円， 年

（収支赤字は，

字に転化）とと

幅に低下し）て

を可能にし，銑

万トンと製造能

価格及び鉄道運賃の引き下

円に低下），「人件費約 ％

年の 万円の赤字が，

もに，生産費を引き下げ（銑

いる（［奈倉 ］
）
）

鉄生産高は， 年の９万ト

力を超過する生産高を達成

げ（その結果コークス原価はトン

の節約」政策を通じて，製鉄

年には 万円に大幅に縮小，

鉄１トンあたり 年の 円

。選鉱工場の本格 動は既設

ン弱から 年には 万トン

している（表２および前掲表１

当たり 年の 円が

所営業収支を改善する

年には 万円の黒

が 年には 円と大

溶鉱炉２基の同時操業

に増大， 年には

参照）。また，こうした

生産増大を背景

万トンから 年

て， 年には

炉（ トン大型

費の低下などか

う日本の国策に

にして，販売高の約８割を

には 万トン， 両年

鞍山製鉄所設立当初からの目

炉）の建設に着手している。

らは，鞍山製鉄所は 年代

貢献するとともに，安定した

占める日本国内への鞍山銑鉄

は 万トンを超えている（［

標であった銑鋼一貫生産体制

このような銑鉄生産高や販売

初めに陥っていた深刻な危機

経営を実現しつつあったよう

販売量も， 年の

奈倉 ］ ）。そし

実現に向けて，第３高

高の順調な伸び，生産

を克服し，鉄自給とい

に見えた。

（ ）



「日米合資満洲製鋼所」構想について（松野）

■■■表２■■■

しかし，そ

た植民地高利

他部門（石炭

あった。また

工富鉱の品質

れらは民間資本では不可能

潤，並びに政府保証による大規模

，鉄道）からの協力と人件費

，「焙焼還元法」によって貧

は均一でなく，また，溶鉱

な巨額の追加投資や資産切捨

な社債発行が背景）によって可

削減を通じたコスト切り下げ

鉄鉱処理に一応成功したもの

炉投入原料として優れたもの

て（石炭・鉄道部門で獲得し

能となったものであり，

によって実現したもので

の，その結果得られた人

とは言えなかった（製鉄所

の採算からは

かわらず）。原

多く含むなど

同組合という

鋼用原料不足

はなかった。

年には赤字に

，貧鉄鉱処理費という追加費用負

鉱石処理に加えて，高炉操業

，品質面で問題を持っていた

生産者カルテルを背景にして

・外国銑鉄依存という 年

また， 年に黒字に転化し

転化， 年は再び巨額赤

担を相殺する高品質の原料鉱を

技術も未確立であり，生産

。それは政府からの補助金

，日本国内での販売が可能

代日本の製鉄業が直面して

た製鉄所の営業収支も 年

字を記録し，経営の安定から

実現する必要があったにもか

された銑鉄の大半は珪素を

・奨励金支給と銑鉄販売共

となっていたのであり，製

いた問題を解決するもので

には黒字幅を半減させ，

は程遠かった。

以上の事態

利用形態と

されていた）

からの間接投

鞍山製鉄所選

うな述懐につ

計と製造につ

の基礎には，鞍山における製

関連していた。 年代初め

の直接投資形態での外国資本

資）形態で行われた
）
。直接投

鉱工場建設において焼結工程

ながっている（第１号機の最

いて全責任を与えられた。…

鉄技術の未完成があったが

に構想された鞍山製鉄所（撫

流入は否定され
）
，満鉄による

資（経営への関与）と切り離さ

の設計と機械製造を委託さ

終試験を数日後に控えた段階）。

…［しかし，その前提であ

，それは外国資本や技術の

順炭鉱を包括することも検討

外国資本利用は社債（英国

れた技術導入は，例えば，

れたハッチンソンの次のよ

「焼結工程部分の機械の設

る還元鉱の］粉砕，粒状化，

選別工程に関

い。焙焼試

て厳しい温度

請される工

「焼きむら」

もたらした米

する情報は全く提供されてい

験の結果も手に入れられない

管理の下で，精鋼微細粉を高

程であった（［堀切 ］

など，多くの問題を持ってい

国技術導入の限界性をあげる

ない。また，焙焼炉やその

」（ 年 月１日，［井上文書

炉投入可能なように焼き固

）。選鉱工場の最終製品

たが，その重要な要因の一つ

ことが可能であろう。

他の部分の図面も得られな

］ ）。焼結とは，極め

めるという高度な技術が要

であるこの鞍山焼結鉱は

として，合弁計画否定が

（ ）



．撫順炭鉱

年代初め

天掘りは，

立命館経済

大露天掘りの進展

に満鉄が直面していたもう一

年代に大きく進展している。

学（第 巻・第１号）

つの重要な技術的課題であっ

井上（撫順炭鉱長就任前）の満

た撫順炭鉱の大規模露

州視察を経た 年９

月，野村社長，

万円支出が

たって，従来に

年度 万

２）。興業費内

万円， 万

の千金寨露天掘

中西副社長の満鉄新体制下

決定されている（［満鉄 ］

ない規模で興業費が撫順炭鉱

円， 年度 万円（他科目へ

訳において最大部分を占めて

円， 万円の支出がなさ

りも含めた古城子坑）採炭高は

の重役会議において，露天掘

）。同支出を含め，

に投下されている。その額は

の振替がなければ 万円）

いるのは機器購入であり，上

れている。こうした投資を背

， 年以降，とりわけ，表

り開発のための興業費

― 年度の３年間にわ

， 年度 万円，

に達している（前掲，表

記の３年度それぞれ，

景に，露天掘り（従来

土剥離作業の進展に伴

って 年以降

（ 年の ％が

掘の５円３銭９

）。実際に，

年度には 円

の 円となっ

またコークス製

ており，その生

急速に増大するとともに，

年には ％）。大規模露天掘

厘を大きく下回ると計算され

露天掘りの拡大とともに，１

まで低下している。とくに採

ている（［満鉄 ］

造用（ 年代半ばで本溪湖炭約

産費低下は，銑鉄生産にとっ

撫順炭鉱出炭高全体に占める

りの石炭原価は１トン当たり

ていた（ 年 月策定の暫行

トン当たり営業費総計は，

炭費の低下は著しく， 年

より算出）。撫順炭は鞍山製

２割，撫順炭約８割の混合比率）

ても意義が大きかった。

割合を上昇させている

３円 銭５厘と，坑内

年計画，［満鉄 ］

年度の 円が，

度の 円は 年度

鉄所の動力源として，

として大量に用いられ

以上の大規模

化の前提事業と

ベンポートは

の内容は不明

（［満鉄 ］

地質調査に基づ

国等の外国技術

露天掘りの実行段階において

して実施された米国地質・採

年６月より２年間の契約で

であるが，小沼技師の計画案

）。高度な製造技術が必要

く生産計画が立案されれば，

の利用が可能であったという

，米国技師が雇用されている

鉱専門家による鞍山・撫順調

，露天掘り計画の作成に従事

等とともに， 年の暫行

な鉄鋼生産と異なり，石炭資

直接投資を媒介しなくとも，

ことができる。

。鞍山製鉄所日米合弁

査団の一員であったダ

した。ダベンポート案

案作成の材料となった

源採掘という分野では，

機械購入等を通じて米

．本溪湖煤鉄公司の停滞的推移（表３）

■■■表３■■■

（ ）



鞍山製鉄所

た（［大倉財

ともなう恐慌

「日米合資満洲

日米合弁化計画への包摂が構

閥研究会 ］ ）。

と同公司製鉄作業休止により

製鋼所」構想について（松野）

想された本溪湖煤鉄公司の

年代の同公司の石炭生産は

年の出炭高が 万トン

生産は以下のように推移し

，第一次世界大戦終結に

を下回ったものの，その後

万トンを回

ものの

を占め，重要

の販売であっ

なく，大規模

えば， 年

て，本溪湖は

復し， 年代末には 万トン

両年を除いて自家用（コーク

であったのは鞍山製鉄所並び

た。しかし，機械化（掘進，

投資によって出炭高を急速に

と 年を比較して，撫順

倍， 万トン増にとど

を超える出炭を実現してい

ス製造用並びにボイラー等）がほ

に朝鮮の兼二浦製鉄所への

採炭，坑内運搬）の遅れにより

拡大していった満鉄撫順炭

出炭高が 倍， 万トン

まっている。

る。年度により変動はある

ぼ 割，販売用が 割

コークス製造用石炭として

，出炭高の拡大は大きく

鉱とは対照的であった。例

の増大であったのに対し

本溪湖の

，生産能

成の第２高

石，コークス

が著しく悪く

までは２基と

コークス炉が

の鉄鉱石と石

銑鉄生産は（［大倉財閥研究会

力１日 トン，イギリス及びド

炉（内容積 ，第１高炉の図

用石炭を用いて行われた。し

」（［堀切］ ）， 年２月

も休止している。また，資金

建設されたのは 年であっ

炭を用いた低燐銑（純銑鉄）

］ ） 年１月

イツから輸入，八幡製鉄所の指

面をもとに満鉄沙河口工場で製

かし，第２高炉は「建設技

から 年６月までは１基操

難により付属設備の建設が

た。製品の大部分は鋳物用

生産（海軍納入用）において特

完成の第１高炉（内容積

導下で建設）， 年 月完

作）により，同公司の鉄鉱

術が未熟であったため性能

業， 年９月から 年５月

遅れ，副産物が収集可能な

銑鉄であったが，公司特有

色を持っていた。銑鉄生

産高の増大は

さく，高炉２

万トンの

較すると増

司は，低燐銑

製鉄の両方と

満鉄鞍山製鉄所（ 年の生

基体制がとりえた 年で

増産にとどまった。第一次世

産の程度は 倍， 万トン

生産技術の達成はみられたも

も停滞的に推移し，日本が意

産量は 年と比べて， 倍，

万トンを達成したものの，

界大戦によるブームが支配し

とさらに縮小する。このよう

のの，投資資金の限界等に

図していた満州の資源開発

万トン増）と比べて小

年と比べて 倍，

ていた 年の数値と比

に， 年代の本溪湖公

規定され，石炭生産並びに

を制約していた。

．満鉄製

本論文冒頭

だけでなく製

原料鉄鉱石

た。 年，

生産体制に向

を続けること

鋼計画を巡る混迷

部分で触れたように，満鉄は

鋼部門への進出を計画してい

確保問題（貧鉱処理技術）の未

貧鉱処理法の実用化と原価構

けての事業計画を作成したが

となった。

鞍山製鉄所建設当初より採

たが，第一次世界大戦の終

解決という状況の中で，製鋼

造の見直しを経て，満鉄は

，計画の中心である製鋼所

算等の理由から，銑鉄生産

結による市場環境の変化と，

工場建設は延期されてい

懸案の鞍山製鉄所銑鋼一貫

の立地を巡って満鉄は混迷

年１月

ペリン・エン

いて同年５月

基により銑鉄

鉄鋼協議会で

（銑鉄年産 万

，満鉄社長山本条太郎は鞍

ド・マーシャル社が設計及び工

には製鋼事業の調査を命令

万トン，製鋼工場を新設して

の報告など日本国内製鉄業界

トン，鋼片・小型鋼・薄板及び

山製鉄所第３高炉（日本最初の

事を指導し， 年３月火入れ）

し，６月には満鉄重役会にお

鋼材 万トンを生産する）が成案

との調整を経て， 月には

ブリキ合計 万トン）として

トン炉，ニューヨークの

の建設を決定したが
）
，続

いて鞍山製鋼計画（高炉３

となっている
）
。同案は，

「鞍山製鉄所製鋼計画案」

印刷， 月 日満鉄重役会

（ ）



で正式決定，

を得ている。ま

ため，ドイツに

立命館経済

月７日日本政府に事業許可

た，事業許可申請後の 月末

出張している。

学（第 巻・第１号）

申請，翌 年１月 日政府

には，伍堂卓雄顧問が製鋼及

（田中義一内閣）の認可

び分塊工場設備購入の

このように，

り総裁）は事業

一つは東京周辺

のであった。浅

方が有利となっ

案は採用されな

緑江をはさんだ

製鋼計画は順調に進むかに見

認可獲得直後から，製鋼所の

（鶴見）で，鞍山から精鉱（

野造船との提携も検討されて

たこと，また，満鉄が内地で

かった。もう一つは，満洲に

安東の対岸）に，鞍山から精鉱

えていたが，山本条太郎（

立地について，鞍山からの変

人工富鉱）あるいは銑鉄を輸入

いたようであるが，製品価格

事業活動することへの反発
）
も

最も近い日本領土である朝鮮

，撫順から石炭を満鉄安奉線

年６月の職制改正によ

更の検討を命じている。

して製鋼するというも

の計算の結果は鞍山の

予想される中で，東京

平安北道の新義州（鴨

によって運び，製鉄す

るという計画で

奨励金（トン当

一方的引き上げ

待って「新義州

は溶鉱炉

ンに引き上げら

に位置する多獅

北中面地方
）
に工

ある。同計画によれば，日本

たり６円）を獲得でき，かつ中

の危険性を回避できる，とさ

製鋼所設置案」が満鉄重役会

トン，製鋼設備 万トンであ

れ，その他に硫酸 万トンを

島に港湾を建設，新義州との

場を建設するという計画であ

の輸入税（鋼片で従価 ％）を

国の輸出関税（従価 ％，ト

れた。そして， 年５月

議で決定されている。その際

るという伍堂の意見を踏まえ

生産する計画とされた。な

間を鉄道で結び，そのほぼ中

った。同計画に基づき７月４

免れるとともに製鉄業

ン当たり５円）と今後の

日，伍堂顧問の帰国を

，世界の製鉄所の標準

て，製鋼能力は 万ト

お，新義州の南 数

間，龍川郡楊下面及び

日，株式会社昭和製鋼

所が資本金１億

しかし，田中

体制の下で工場

る「満鉄製鋼計

製鋼計画作成の

所について再度

製鋼計画の「要

円（全額，満鉄出資
）
），京城に

内閣退陣に続く山本条太郎総

の立地が改めて検討されてい

画審査委員会」（各理事，部長

経過の確認と，各候補地の再

事業費や生産費が調査された

否」について，「満鉄ノ利益

本店をおく日本法人として設

裁の満鉄退社に伴い，工場建

る。 年９月 日，大平駒

，伍堂満鉄顧問・昭和製鋼所社

検討がなされた。新義州，鞍

が，その結論は，山本総裁の

ヲ無視セサルコトヲ前提トス

立された。

設は延期され，満鉄新

槌副総裁を委員長とす

長等で構成
）
）が発足し，

山，撫順，大連の４箇

下で作成された新義州

レハ妥当ナリ」，同「計

画ノ規模ノ適否

計画審査委員会経

輸入防遏ノ見地

利回り実現の見

ず，ドイツに発

軍による満洲全

」についても「妥当ナリ」

過報告」 年 月 日
）
）。別

ヨリ勿論必要」とし，昭和製

込があり事業が成立するとい

注した製鋼機械等も到着した

面占領のための軍事行動展開

とするものであった（大平副総

の資料も，製鋼企業の設立は

鋼所は新義州に工場を設立し

う結論を示していた
）
。ただし

ものの，倉庫に収められたま

（「満州事変」）を迎えること

裁の仙石貢総裁宛「製鋼

「重要基礎工業ノ確立，

た場合のみ，９％余の

，工場建設は進められ

ま， 年９月，関東

となった
）
。

年代末の

水準の低位性と

が存在していた

お

満鉄製鋼計画をめぐる混迷の

，その日本が中国におけるナ

。

わ り に

背景には，満鉄の事業展開を

ショナリズムの高揚に単独で

制約する日本の生産力

対峙することの困難さ

（ ）



山本条太

ていた内地

する製鉄業奨

「日米合資満洲

郎を含む満鉄の計画（生産原価

鉄鋼業（とくに製鋼業）保護政

励金）が存在していた。生産さ

製鋼所」構想について（松野）

，日本での販売価格）の前提に

策（外国産の鉄鋼に対する高率

れた鋼鉄の中 万トンが内

は，当時の日本が採用し

の輸入関税と内地鉄鋼業に対

地向けと考えられていたが，

日本と同一の

と同様に，日

算可能という

して輸入関税

ないという大

った
）
。このこ

製鉄業の生産

関税圏内の新義州であれば，

本の製鉄業奨励金の支給対象

ことであった。他方， 年

を減免する関東州特恵関税制

原則が存在し，満洲側の要望

とは，高関税や奨励金による

力の低さが，製鋼工場を鞍山

鋼鉄輸入関税を回避でき，

にもなり得た。その結果は

代半ば，日本は関東州並び

度を導入したが，同制度に

にもかかわらず，鉄鋼への

保護なしには諸外国との競

ではなく，新義州に建設せ

加えて，朝鮮の他の製鉄所

，新義州での立地のみが採

に満鉄付属地の生産物に対

は内地製造業に影響を与え

特恵関税適用は実現しなか

争ができないという日本の

ざるを得なくさせていたと

いうことを示

ただし，関

可能である。

あった。満鉄

将来展望を持

ける製鋼計

「鞍山製鋼計

なされた輸入

している。

税や奨励金は日本の裁量に属

しかし，中国におけるナショ

製鋼計画の鞍山から新義州へ

ちえなくなっていることを意

画の経過説明は，山本条太郎

画」が政府の認可を得た直後

関税に続く，「一方的ノ決定」に

しており，それを相殺する

ナリズムの高揚は，日本に

の変更は，日本が，満洲に

味していた。第１回「満鉄

が鞍山での立地に不安を感じ

に実行された中国の関税引き

よる国産貨物輸出税並びに沿岸

措置をとることは理論的に

とって，より深刻な問題で

おける大規模事業について

製鋼計画審査委員会」にお

るようになった発端を，

上げ（諸外国の承認を得て

貿易税の引き上げ声明）とし

ている。鋼材

る沿岸貿易

るとされてい

されていな

ラルルヤモ計

ルルコトアル

人ニ技術ヲ習

の場合，輸出税は従来の３円

税は１円 銭から２円 銭と

る。両税の引き上げは日本

かったが，「他ノ各港ハ既ニ新

ラレサルコト竝支 ノ輸出税

ヤモ知レサルコト」の不安が

得セシムル事ヤ支 ニ多額ノ

銭から５円に，中国他港

なり，「厘毛ヲ競フ製鉄業トシ

（関東庁並びに領事館）の圧力に

税率ヲ実施シ居リ満洲モ早晩

其ノモノハ支 ノ一方的意

あった。そうしたことを背

金ヲ落ス事モ余リ思ハシカ

向け輸出の場合に加算され

テハ堪へ難キ苦痛」であ

よって満洲地域では実施

他ニ慣フ事ヲ余儀ナクセ

思ニヨリ将来更ニ増徴セラ

景に，山本前総裁は「支

ラス」，「満洲ニ工場ヲ起ス

事ハ中国人ヲ

政府による関

いないものの

もかかわらず

して，東北に

源開発を

【謝辞】

利益スル事莫大ナリ」とし，

税引き上げ（ 年２月１日

， 年 月 日，満洲では

断行されていた。国民革命の

おける「民族主義的地域政治

年代初めに選択した日本は，

新義州での立地に変更した

の「 年関税」実施
）
）以外にも

張学良政権による「易幟」

進展並びに 年の関東軍

の形成
）
」が加速する中，日

満洲での事業についての展

と説明している
）
。中国国民

，経過説明では言及されて

が日本政府の強硬な反対に

による張作霖暗殺を契機に

米共同ではなく単独での資

望を失いつつあった。

本論文の作

所図書室，ア

哲郎氏より田

会経済史研究

より貴重なコ

度立命館大学

成に当たっては，國學院図書館，

ジア歴史資料センター， 寧省

村羊三・満鉄ニューヨーク事務所

会（ 年３月 日）において研

メントをいただいた。この場を借

在外研究 による研究成果の一部

国会図書館憲政資料室，外務省

案館より資料の閲覧，利用にお

関連資料について教示を得た。

究報告を行い，長島修，高橋泰

りて御礼を述べさせていただき

である。

外交史料館，防衛庁防衛研究

いて便宜を受けたほか，井村

本論文作成過程では，日本社

隆，畠山秀樹，渡哲郎の各氏

たい。なお，本論文は 年

（ ）



） 満鉄社

郎「鞍山

立命館経済

長野村龍太郎「日米合資満洲製鋼

製鉄所日米合弁計画に関し政府の

学（第 巻・第１号）

注

所ノ件」（内閣総理大臣原敬宛，

内意伺度件」（大正 年１月

大正 年１月），野村龍太

日，陸軍大臣田中義一宛，

密大日記

）［三谷

］，［

案）を用

鞍山製鉄

外とされ

）「南満州

月 日）。

の満鉄政

大正 年６冊の内第６冊，アジア

］ ，［加藤 ］

田村 ］などがある。［解

いて鞍山製鉄所の成立から事業展

所に限られており，撫順炭鉱をめ

ている。

鉄道会社改革に付社長に野村龍

原敬の満鉄政策について論じた

策について政友会の党勢拡張とい

歴史資料センター

などが計画の存在にふれ，当

］は， 寧省档案館所蔵

開の過程を整理している。ただ

ぐる諸問題や，本溪湖煤鉄公司

太郎を挙げたるも，〈略 」（［原

近年の研究として加藤［ ］

う視点を中心にまとめる一方で

）所収。

事者の回想として，［井上

の満鉄社内文書（満鉄档

，テーマの性格上，叙述は

との関係などは考察の対象

敬日記５］ ， 年４

がある。同論文は，原内閣

，具体的政策として，米国

資本導入

鉄の骨格

を追求し

し，その

資本導入

との利害

） 日本政

（

（［

，北満進出，満蒙政策における満

を形成したとしている（ ）。

ていたし，ロシア革命後，寺内内

ための具体的政策は原内閣期とそ

を自ら困難にするものであり，北

調整を図りながら進めようとして

府を代表して桂太郎首相がハ

］ ，［永雄 ］

鉄中心主義の３点をあげ，それ

たしかに， 年代の満鉄は一

閣が本格化した北満への進出を

の前後では異なっている。原内

満への進出についても，原内閣

いたように思われる。

リマン（ ）と以

年 月 日）を

）。日本が獲得した満

らの政策は満洲事変まで満

貫して米国からの資本導入

原内閣も引き継いだ。しか

閣後の満鉄の政策は，米国

期の満鉄は可能な限り米国

下の内容の「予備覚書」

交換したとされている

鉄の買収とその付属諸費

用，すな

給するシ

鉱を経営

権益をも

の管理下

軍隊や物

リマンの

わち修復や設備，改造や拡張，並

ンジケートを組織し，日米は獲得

する特別許可が共同権益下の企業

つように発展させられる。［鉄道

におかれる。日本と中国，日本と

資を輸送し，日本政府は企業に

，日本政府法律顧問），連絡担

離日後，小村寿太郎外務大臣の強

びに大連ターミナルの完成と改

財産に対して対等の共同所有権

に与えられる。満洲のすべての

等を経営する］企業は日本の法

ロシア間の戦争が生じた場合，

対してその補償をする。なお，仲

当者として添田寿一（日本興業

硬な反対もあって日本政府は方

良のために必要な資本を供

を持つ。鉄道に付属する炭

産業企業は，双方が平等の

律によって組織され，日本

鉄道は日本政府の統制下で

裁者としてデニソン（

銀行総裁）が置かれた。ハ

針転換し，この覚書を破棄

したが，

金はロン

かったイ

） 于冲漢

に「採鉱

名称も記

採掘権に

で，満鉄

円に加え

満鉄設立後，大量の鉄道資材（機

ドンでの満鉄社債の発行によって

ギリスで問題となったとされてい

と鎌田弥助（満鉄社員）の共同名

総局」を設置している（［昭和製

されている（［満鉄 ］

関する交換公文」（ 年５月）

が貸与していた。また，于は総理

て，工夫監視所費１万８千円，本

関車並びにレール）をアメリカ

調達したため，資金を提供した

る。（［田村 ］ ）

義。「中日合弁振興無限公司」

鋼所 ］ ）。「中日合弁

）。同公司設立の根拠となったの

であった。なお，鎌田並びに于

俸給として年１万２千円，期末

局費（奉天の本社費）約１万円

から購入している。購入資

にもかかわらず受注できな

設立に対応して満鉄は鞍山

振興鉄鉱無限公司」という

は，「南満洲に於ける鉱山

の出資額はそれぞれ７万円

配当金２万円の計３万２千

の支給を受けていた（昭和

製鋼所常

比重宛，

） 第１，

産 トン

て トン

）［張

） 東亜経

務取締役富永能雄「振興公司ト租

寧省档案館所蔵）。

第２高炉の出銑能力は，第２次操

に変更され，第１高炉は第３次

となった（［満鉄 ］

］ 。

済調査局［ ］ ，東

鉱契約締結ノ件」昭和 年 月

業（第１高炉 年 月，第２

操業（ 年６月）の際の改築

）。

京小売各月平均（原資料は商工省

６日，関東軍参謀長水津佐

高炉 年７月）の際に日

（有効内容積 ）によっ

『製鉄業参考資料』昭和

（ ）



６年版

円，

価格の

「日米合資満洲

）。銑鉄の最高価格は 年９月

年 円， 年 円， 年 円と

暴落と低迷の背景には，第一次

製鋼所」構想について（松野）

の 円，価格低下は 年以降

推移した（同， ）。なお

世界大戦中の官民双方，内地と植

も続き，平均価格は 年

，こうした日本における鉄鋼

民地を通した大規模な設備投

資があ

） 満鉄

いう膨

現地で

ずか

％も

業を不

） 鞍山

った（同， ）。

が採掘権を獲得し，鞍山製鉄所

大な量であったが，ほとんどが

製鉄することが合理的とされた

注２）。しかし貧鉱処理技術が未

万トン，かつ複数の鉱区に散在

含んでいた）を用いて生産を開

可能にし，やがて１基操業に対

製鉄所の生産技術の問題点につ

設立の前提となった鞍山一帯の鉄

，鉄分 ％の貧鉱であり，そ

（ 年１月，農商務大臣河野広

開発のまま製鉄所が設立された

する「富鉱」（満鉄が独自に設定

始せざるを得なかった。それは当

しても不足気味となっていった

いては，［堀切 ］

鉱石推定埋蔵量は数億トンと

のため日本に運ぶのではなく

中の議会答弁。［堀切 ］

結果，鞍山製鉄所は埋蔵量わ

した区分であり，珪酸を

初の計画であった高炉２基操

（同， ）。

が詳細に論じている。なお，

井上匡

書』

所計画

） 前掲

） 野村

任じら

日任

閣が進

され新

四郎「撫順炭礦，鞍山製鉄所ニ

，マイクロフィルム，雄松堂

ト米国技術トノ関係ニ就イテノ

「鞍山製鉄所計画ト米国技術ト

龍太郎は第一次山本権兵衛内閣

れており，２回目の就任であっ

命され，後に述べる満鉄事件の

めた満州における日本側機関再

たに関東庁（長官は文武両官）

関スル書類」大正 年１月（國

，以下では「井上文書」と略記

私考」，満鉄［ ］ なども

ノ関係ニ就イテノ私考」（井上文

の下で短期間（ 年 月 日―

た。両者は満鉄改革の担い手とし

中で 年５月 日ともに辞任し

編の一環であり，野村・中西任命

が発足，林権助（前中国公使）が

學院大學所蔵『井上匡四郎文

する）書類第２号「鞍山製鉄

参照。

書 ）。

年７月 日）満鉄総裁に

て原内閣によって 年４月

た。なお，満鉄の改革は原内

日の同日，関東都督府が廃止

初代長官に任命されている。

野村・

明確に

） 理事

月 日

） 満鉄

月答申

月，後

） 前掲

中西体制発足後まもなく（

する理事・部長制などが導入さ

在任 年５月６日― 年５

辞任）。就任，辞任の日付は［満

の事業と接点を持つ井上匡四郎

，［商工政策史 ］ ）

述）委員があった。

「撫順炭礦，鞍山製鉄所ニ関ス

年７月），満鉄の事務分掌規程が

れている（［満鉄 ］ ）。

月 日。同日中西副社長の辞任に

鉄 ］による。

の役職として，他に，製鉄業調査

委員，臨時西比利亜経済援助委

ル書類」（井上文書 ），書類

改正され，重役の担当部署を

伴い，副社長就任（ 年３

会（ 年５月設置・同年

員会（ 年８月― 年４

第６号「余が入社事情」，書類

第２号

） 南満

フィル

免権を

いる。

鉄軽視

スル書

） 陸軍

６冊所

「鞍山製鉄所計画ト米国技術ト

州鉄道株式会社『社報』第

ム， 年）。理事ではなく，所

持つ時々の政府によって影響さ

なお，井上は，東京帝国大学教

との批判が生じ，満鉄より専任

類」（井上文書 ），書類第６

省兵器局工政課「貧鉱処理法研

収，アジア歴史資料センター

ノ関係ニ就イテノ私考」。

号，大正８年 月 日（ 寧省档

長事務嘱託という形で満鉄入り

れる理事では，改革事業の継続性

授（採鉱冶金学講座担当）在職の

の再要請がなされたという。前掲

号「余が入社事情」等参照。

究に関する件」大正９年８月 日

）。ただし，銑鉄生産

案館所蔵，柏書房，マイクロ

をした理由として井上は，任

が保証されないことをあげて

ままで所長に就任したが，満

「撫順炭礦，鞍山製鉄所ニ関

（陸軍省密大日記大正 年第

量は増大しているものの，そ

の品質

鉄所立

）［井

１号。

） 前掲

貧鉱処

年

はなお問題を抱えており，事故

地の根拠を喪失させるものであ

上 ］ ，前掲「撫

なお，井上は最初の撫順訪問時

，陸軍省兵器局工政課「貧鉱処

理法試験ニ関シ井上匡四郎氏ノ

月 日，鞍山製鉄所での講演

も続いていた。また，揚子江沿岸

った。

順炭礦，鞍山製鉄所ニ関スル書類

から，撫順炭礦の露天掘りを推奨

理法研究に関する件」 年８月

希望要旨」。井上匡四郎「貧鉱

（井上文書 ）。井上は

の鉄鉱石利用は，鞍山への製

」（井上文書 ），書類第

していたと述べている。

日所収，「鞍山製鉄所関係

処理方法研究ノ必要ニ付テ」

における貧鉄鉱処理実験工

（ ）



場の成功

けの

立命館経済

についての詳しい情報を

宛て書簡［井上文書

からの返信［同 ］参照）。

学（第 巻・第１号）

を通じて得て

］および，同年５月 日付

いる（ 年１月 日付

けの

） 前掲「

川上俊彦

） 各計画

） 三谷太

（［細谷・

いる。

） 秘，作

省文書

図書館憲

撫順炭礦，鞍山製鉄所ニ関スル書

の井上宛書簡（井上文書 ）。

については，とりあえず［東亜経

一郎「ウォール・ストリートと

斎藤］ 所収）。満鉄社債発行

成者名記載なし。表紙に 年

「自大正五年十月至

政資料室所蔵，マイクロフィルム

類」（井上文書 ），書類第

スチーブンスの哈爾濱滞在に至

済調査局 ］ 参照。

満蒙――外債発行計画をめぐる日

をめぐる日米交渉に関する叙述

月 日，小池政務局長に提出と

同八年十二月 対支 経済関係

所収）。

１号。 年３月 日付け

る経過については後述。

米関係――」

の多くを同論文に依拠して

いう書き込みがある。外務

日米提携雑件」所収（国会

） 佐藤駐

同支 開

米提携雑

） 年

社長は元

） 本借款

「淮河水路

で最高額

款」契約

米大使の寺内外務大臣あて電報第

発及東洋『モンロー』主義説ニ関

件」所収。

月，モルガン系の資本が世界の

奉天総領事の （［

のこの時点までの経過は次のと

大運河改修借款」 万ドルの

を 万ドルとする借款契約再締

万ドルを中国政府と締結。（［

号， 年 月 日，及び同

スル新聞所載報告ノ件」，とも

後進国に投資する目的で設立，

東亜経済調査局 ］ ）。

おりである。 年１月，中国政

借款予備契約締結。 年５月

結。 はさらに 年４月，

東亜経済調査局 ］ ）。

「『ゲーリー』氏ノ日米協

に前掲「対支 経済関係日

中国名は「広益公司」，副

府と米国赤十字との間で

，中国政府と との間

「山東省南方大運河改修借

） 佐藤大

ナル，コ

に前掲「

） 佐藤大

） 年

いて久原

対して道

），

使の本野外務大臣宛電報第 号，

ーポレーション』ト日本興業銀行

対支 経済関係日米提携雑件」所

使の本野外務大臣宛電報第 号

４月 日，井上匡四郎との会談の

と協議したこと，米国政府の賛成

徳的責務を感じる，と述べている

書類第５号「ユナイテッド ステ

年３月 日，及び同「『ア

間ニ対東洋投資事業ニ関スル合

収。

，前掲「対支 経済関係日米提携

中で，ゲーリーは中国の鉄鉱を

を得られなかったため，事業は

（前掲「撫順炭礦，鞍山製鉄所

ート スチール コオポレーシ

メリカン，インターナショ

意成立ノ件」，同日，とも

雑件」所収。

基礎にした製鉄所建設につ

進展していないが，久原に

ニ関スル書類」（井上文書

ョン長『ゲリー』氏トノ交

渉 末」）

） 年

共同問題

収。

） 林公使

所収。

） 本野大

） 年

ノ件」，「

。

１月５日付け林公使の本野外相宛

ニ関シ米国公使ヨリ申出ノ件」機

の本野外相宛電報第９号，第 号

臣の林公使宛電報第 号（極秘）

１月 日付け林公使の本野大臣宛

対支 経済関係日米提携雑件」所

電報第 号「米国公使ノ来信要

密第２号，ともに前掲「対支

，極秘， 年１月５日，「対支

，「対支 経済関係日米提携雑件

機密第 号「日米資本家共同問

収。

旨」極秘，同「日米資本家

経済関係日米提携雑件」所

経済関係日米提携雑件」

」所収。

題ニ関シ米国公使ヨリ申出

） 拙稿「

） 外務省

館憲政資

） 田中が

鉄所を日

）［大森

製鉄原料

帝国主義確立期日本の対満洲通貨

文書 「自大正四年五

料室，マイクロフィルム ）

海軍の関心を持つ石油開発にまで

中合弁とすることへの反対を緩和

］ ，［北村 ］

の確保が国策上の中心課題である

金融政策」『経済論叢』 巻１

月至同十年七月 支 ニ於ケル製

所収。

言及したのは，八幡，本渓湖な

するためである可能性がある。

，［興銀 ］

ことについては，政府部内の意

・２号， 年７・８号。

鉄所関係雑件」（国会図書

ど海軍と深い関係をもつ製

。「中国からの

見が一致していたにもかか

（ ）



わらず

の活動

できる

「日米合資満洲

，〈略 個別資本の既得権を侵害

を支援するという従来の日本の

」（［大森 ］ ）。

製鋼所」構想について（松野）

するのもやむを得ないとした西

外交方針を変更しないとする意見

原借款構想は，〈略 個別資本

の前に敗北したということが

） スチ

よりロ

づき，

クに到

爾濱に

ル調査

第一巻

野外相

鉄道改

ーブンス（ ）は米国

シアに派遣された鉄道改善顧問

シベリア鉄道改善のために 名

着したが，「偶々過激派ノ変乱ニ

滞在していた（ 年７月 日

』 ［『外務省記録』 「露

」所収，アジア歴史資料センタ

宛覚書［国会図書館憲政資料室蔵

善顧問委員覚書」］など参照。）

の第一次世界大戦への参戦（

委員会の委員長であった。同委員

の「鉄道班」を派遣した。同班

遭ヒ」一時長崎で難を避けると

付け外務省政務局第二課『西比利

国革命一件 出兵関係 出兵ニ

ー ］及び 年３

『寺内正毅文書』第 冊

年４月）とともに，国務省

会はロシア政府との契約に基

は 年 月にウラジオスト

ともに， 年３月末より哈

亜ニ於ケル米国ノ活動ニ関ス

伴フ政治経済其他諸施設雑件

月５日付けスチーブンスの本

「亜米利加合衆国国務省遣露

）「臨

もので

裁），

者とし

年

，外

設雑件

歴史資

松岡

時西比利亜経済援助委員会」（―

，委員長に目賀田種太郎，委員

梶原仲治（横浜正金頭取），早川

て井上匡四郎が任命され，広田

５月寺内首相秘書官兼務）が幹

交史料館所蔵『外務省記録』

第一巻」所収「政治的経済的諸

料センター ）。

は 年３月５日，本野外相の

年４月）は寺内内閣末期に外

として関係省庁及び陸海軍局長

千吉郎（三井合名副理事長），川

弘毅（大使館一等書記官）とと

事を務めた（［木野 ］，［松岡

「露国革命一件 出兵関係

施設ノ件 大正７年 月１日から

命を受けてスチーブンスとの会談

務大臣の監督下に設置された

の他，水町袈裟六（日銀副総

上俊彦（満鉄理事），学識経験

もに松岡洋右（外務事務官，

洋右伝記刊行会 ］

出兵ニ伴フ政治経済其他諸施

大正８年１月 日」，アジア

を行っている（『寺内正毅文

書』第

岡はそ

利亜経

セサル

備会な

野

掲「政

約並び

冊 「米国遣露鉄道委員

の後，米国のシベリア共同出兵

済援助委員会」でも「米国其ノ

ヘカラス」（委員会提出「対策案

ど）とするなど，米国との対抗

］ ）。また，三井，三菱，

治的経済的諸施設ノ件 大正７

に構成を示す史料が存在する）

問題ニ関シ本野外務大臣ト在本

提案に対して日本単独出兵論を展

他ノ利権獲得ニ対抗シテ，此際帝

」， 年７月 日の財界首脳を

を強調していた（［松岡洋右伝記

久原，古川，住友などを基幹とし

年 月１日から大正８年１月 日

を組織するとともに，外国人の土

米国大使トノ会談要領」）。松

開するとともに，「臨時西比

国ノ経済的活動ノ基礎ヲ確立

官邸に招いての第１回設立準

刊行会 ］ ，［木

た「極東産業グループ」（前

」には「極東興業団体」の規

地所有制限撤廃，炭鉱および

鉱物資

港化な

］

日「病

記刊行

に注目

４日）

であっ

ペレー

源試掘権容認，森林開発・内水

どを盛り込んだ案を作成したが

）。そしてこのことが，

気」を理由に辞職許可」）のきっ

会 ］ ）。なお，早

したことが，早川満鉄社長（

につながったと，［松岡洋右伝記

たが，個人的にもシベリア資源

（ レナ［ ］金

航行容認，シベリア沿岸貿易従事

，幣原次官に反論され，内田外

松岡の外務省辞職決意（ 年

かけとなったとされている（［

川千吉郎（三井合名副理事長）

年５月 日就任）の下での松岡

刊行会 ］ は述べている

に関心を持ち，藤田平太郎（合名

鉱会社鉱山技師）との間で調査

権容認，ウラジオストク自由

相は幣原を支持した（［ルー

４月辞表提出， 年６月

ルー ］ ［松岡洋右伝

が，同委員会での松岡の活動

の満鉄理事就任（ 年７月

。井上匡四郎も同委員会委員

会社藤田組社長），レオン・

契約を結んでいる（ 年

月 日

アにお

） 米国

）［

強化を

陰で扇

の協議

付け井上匡四郎の藤田平太郎宛

ける鉱山開発に関する契約書」

における満鉄社債の発行の試み

］ ラモント

志向し，政府を担っている自由

動することを通じて借款団への

を通じて明らかになった，と回

書簡［井上文書 ］， 年１

［井上文書 ］［同和鉱業

については，［三谷 ］参照。

は，日本における２つの勢力，

主義グループと，真意を明らかに

敵対を明確にした軍部，との間の

想している（同 ）。

月 日付け「満蒙及びシベリ

］ など）。

すなわち，西側列強との協調

しないが中国での反対運動を

深い分裂が訪問の際の長時間

（ ）



） 満鉄は

社員出張

出張員駐

立命館経済

年４月より，米国方面に対す

留学者便宜取り計らいを目的とし

在の形式を紐育事務所に改めて

学（第 巻・第１号）

る会社事情の紹介，調査（主と

て，社員４名をニューヨークに

いる（［満鉄 ］ ）。なお

して社債募集，購買事務），

出張させ， 年１月 日，

，田村羊三は最初の出張

員の１人

米貨社債

） ウォル

］）

） 満鉄東

製鉄所関

月 日，

） 原資料

として派遣され，初代紐育事務所

万ドルの調達であった（［田

ター・ラフィーバー「米国極東

。

京支社用箋，タイプ２枚。前掲，

係雑件」所収。野村龍太郎「鞍山

陸軍大臣田中義一宛（陸軍省密

）にも収録されている。

は 寧省档案館所蔵「満鉄档案」

長に就任している。田村によれ

村 ］ ）。

外交の主題―「競争対協調」か経

外務省文書「自大正四年五月至

製鉄所日米合弁計画ニ関シ政府

大日記大正 年第６冊所収，

（未見）。

ば，出張員の最大の使命は，

済進出―」（［細谷・斎藤

同十年七月 支 ニ於ケル

ノ内意伺度件」大正 年１

アジア歴史資料センター

） 久保孚

［虎太郎鞍

） 岡虎太

） 前掲「

山製鉄所

） 同上，

の言葉。

る。なお

見」を発

「本溪湖煤鉄公司ヲ至急満鉄管理

山製鉄所］次長宛書簡付属文書

郎の井上宛 年７月 日付け書

撫順炭礦・鞍山製鉄所ニ関スル書

日米合弁案」。

書類第８号「東京ニ於ケル官辺其

中西の高橋に対する報告は 年

，高橋は原内閣が招集した東方会

表し，「日支両国一致協力シテ自

ノ下ニ置ク必要アリトスル意見

（井上文書 ）。

簡（同 ），同７月 日付け

類」 年１月（井上文書

他トノ接渉」。 年９月 日

４月，副社長就任後それほど日

議（ 年５月）において，「

主的経済力ヲ亜細亜ニ樹立スル

」［ 年］７月 日，岡

書簡（同 ）。

）所収，書類第３号「鞍

に井上が訪問した際の高橋

が経っていない頃と思われ

東亜経済力樹立ニ関スル意

コトヲ以テ両国共存ノ使命

トセンカ

ず書房，

） 前掲，

上文書

でなくち

） 前掲資

なお，同

） 原文は

，英米資本ノ流入ハ寧ロ大ニ歓迎

年， ，ただし，［

書類第３号「鞍山製鉄所日米合弁

）など。なお，井上の回想で

ゃいかんのだ」と逆に説教された

料「鞍山製鉄所日米合弁計画に関

資料には「工政課ノ意見ニ同シ」

「将来合弁ノ範囲ヲ他ニ及ホササ

スヘク」と述べたという（小川

佐藤 ］ より）。

案」，井上匡四郎「撫順鞍山改

は，井上はまず高橋是清に説明に

という（［井上 ］ ）。

し政府の内意伺度件」の付箋（

という，主計課の付箋も貼り付

ルニ於テハ」である。同箇所に

平吉関係文書第２巻，みす

良計画」大正 年１月（井

行き，「満洲のことはそれ

陸軍省兵器局工政課作成）。

けられている。

はさらに赤鉛筆で書き込み

がなされ

） 以下，

匡四郎の

月４日

員２名を

） 井上文

という末

） 前掲，

ル交渉ノ

ており，合弁範囲に関する何らか

井上の米国における活動について

野村龍太郎満鉄社長宛書簡草稿

の予定であったが，「急ニ延引」

先発させ，井上自身は１ヶ月半以

書 。本資料には和文，英文

尾を持っているがサインがない）

井上「撫順炭礦・鞍山製鉄所ニ関

進渉」では，渡米に際して与えら

の意見が表明されているようで

は，特記のない限り， 年４

（井上文書 ）による。なお

（理由の記載なし）となったため

上遅れて， 年１月 日に離

ともに日付，署名がない（英文は

。

スル書類」（ 年１月）所収

れた委任権限として，技師招聘

あるが，判読不能であった。

月 日付けの在紐育・井上

，井上の出発は当初 年

，鞍山，撫順からの随行職

日した。

「 」

，書類第４号「米国ニ対ス

， 万円（「実ハ杉浦経理

部長トハ

行しなか

） 同上資

氏トノ交

井上準之

井上君の

） 前掲書

二百万円マテノ約束ヲナセリ」）

ったとしている。

料所収，書類第５号「ユナイテッ

渉 末」。なお，井上は，ラモン

助から「無理に紹介状を押し付け

意思表示だったろうと思う」と，

類第４号。 年の米国留学（ユ

までの機械購入，外債交渉を挙

ド ステート スチール コオ

トとは何回も会っているので不要

られた。それは自分もこの問題

回想の中では述べている（［井上

タ鉱山での研修）以来の井上の

げ，機械購入権限は全く実

ポレーション長『ゲリー』

と言ったにもかかわらず，

は了解しているのだという

］ ）。

知人。貧銅鉱鉱山開発に大

（ ）



きな功

） ニュ

井上は

「日米合資満洲

績を残した。

ーヨーク入りが遅れたのは，

述べている。野村龍太郎満鉄社

製鋼所」構想について（松野）

が３月１日までニューヨーク

長宛書簡草稿（井上文書 ）。

を離れていたためであったと

） 前掲

ている

） 前掲

） 在紐

年５月

）「極

） 前掲

） 閣議

同事業

書類第５号。

。

，井上，野村社長宛書簡（

育総領事熊 恭，外務大臣内田

日，公第 号（外務省文書

東問題に経験豊富な人物」として

，井上文書 ，書類第５号。

に向けて松本烝治理事が作成（

（「日米支合弁」）となっていた

と協議して満鉄外債募集素地

年４月 日付け）草稿（井上文書

康哉宛「満鉄調査事業従事米人一

「支 ニ於ケル製鉄所関係雑件」

年春のラモントの訪日に同

龍居頼三理事が起草）した合弁理

（前掲「撫順炭礦・鞍山製鉄所

作りのために設定したとされ

）。

行氏名通報ニ関スル件」

マイクロ， ，所収）。

行（［ ］ ）。

由書（未見）は日米中３国共

ニ関スル書類」，書類第３号

「鞍山

） 約３

鉄廠借

） 外務

年

） 野村

文書

まだ確

） 在紐

製鉄所日米合弁案」）。

年前の寺内内閣期，日中合弁製

款不成立の背景の一つとなった

次官発南満洲鉄道株式会社社長

５月 日（前掲，外務省文書「

は井上に対して次のように述べ

）。日米合弁に関して正式の

定されていない満洲の他［満鉄以

育熊 総領事発内田外務大臣宛

鉄所構想に対する大倉組の反対が

ことについては，すでに第２節

宛機密第 号「鞍山製鉄所日米

支 ニ於ケル製鉄所関係雑件」所

ている（田村羊三発井上匡四郎宛

承認はまだなされていないが，条

外］の鉱山の包摂を拙速に公表

電報第 号， 年５月８日

，その一環である中国国有製

で述べた。

合資計画ノ報道ニ関スル件」

収）。

電報， 年５月 日，井上

件があえば承認可能である。

することはすべきでない。

着（外務省文書，マイクロ，

） 仲小

船越男

中村是

行し，

本権兵

村龍太

敬の満

，支 ニ於ケル製鉄所関係雑件

路は質問にいたる経過について

からも話があって……」と，

公（当時，鉄道院総裁）は，後

後藤の逓信大臣（第一次桂内閣

衛内閣（原敬は内相として入閣

郎（満鉄総裁在任 ―

鉄改革構想と，後藤・中村系理

，所収）。

，「中村是公が最初持ってきた…

年３月８日の読売新聞で述べ

藤新平が初代満鉄総裁に就任する

）への転出に伴い，総裁に就任

）により，中村の後任として任命

）であった（副総裁は政友会

事更迭などをめぐる対立・抗争に

…その後，江木，西原両氏や

ている（［住井 ］ ）。

際，副総裁として台湾から同

した（― ）。第１次山

されたのが，鉄道院副総裁野

幹部の伊藤大八）。同時期の原

ついては［加藤 ］で論

じられ

龍太郎

長・満

に米国

） 塔連

万

四郎に

この件

ている。なお，野村龍太郎は，

伝』日本交通学会， 年，

）。大隈内閣期になされたこの野

鉄監督官を辞任した（［加藤

抜きの日中提携路線に沿って活

炭鉱の価格について，森恪（同

円を主張していた（『搭連炭鉱に

万円の妥当性について電報で

に関して，井上匡四郎が同電報

当時，仙石貢鉄道院総裁からの勇

）したため，満鉄総裁を「罷

村総裁・伊藤副総裁更迭に反対

］ ）。西原亀三は，第２節

動した人物，江木翼は野党・憲政

炭鉱の所有権を有していた東洋

関する真相』 年３月，出版

調査を依頼したが，この電報の

を受け取ったこと，また，森から

退勧告を拒否（石井満『野村

免」されている（［満鉄 ］

して中西清一は鉄道院監理局

で述べたように，寺内内閣期

会の幹部であった。

炭鉱取締役）は中西に対して

社なし， ）。中西は井上匡

存在は予審では否定された。

も当時井上に直接 万円の

希望が

大木法

極めて

裁判の

る。井

ものの

報告し

あったことを取調べ後に思い出

相から原首相になされている

有利にて，井上も三百万円と云

紛糾を醸すの虞ありとて内相談

上の回想では，森が 万円で買

，満鉄の財政を考えて，森の申

た，となっている（［井上 ］

していることを，どう取り扱うか

（ 年９月 日，［原敬日記５］

ふを二百万円に評価したることも

を受け横田法制局長官に相談中な

取を希望しているという中西か

し込みは 万円なので 万円が

）。

という相談が，予審進行中に，

）。大木は，「中西には

明となれ共，今日に至り又々

りと云へり」と原は記してい

らの電報があり，非常に安い

適当， 万円以上は困ると

（ ）



） 以上の

］な

）が

立命館経済

，いわゆる「満鉄事件」の経過

どを参照。炭鉱等の買収に関す

ある。

学（第 巻・第１号）

については，［花井 ］，［住居

る満鉄側の説明として「辯明書

］，［森 ］，［山浦

」 年３月（井上文書

） 松岡洋

］

未見のた

なのかは

次のよう

ら考へて

た，若し

洋』第３

） 撫順，

右は，後に「まる一年間の活動」

，［満鉄史資料 ］所収「日産

め，「一年間の活動」が満鉄理事

不明である。なお，他の機会であ

に日米共同経営論を否定している

見て，米人が必ずや勢力を占めた

くは化せんとしたであらうことも

巻第５号， 年５月， ）

鞍山では調査団に対して，「この

によってこの日米合弁計画を阻

進出と満洲重工業問題」日本外交

就任前（外務省に辞表を提出し

るが，松岡は日露戦争後のハリ

。「当時に於ける日米間の資本

であらうし，……満洲は事実上

想像に難くはあるまい。」（「世界

土地は我々先輩が血を流して取

止したと述べている（［解

協会， 年１月）。資料

た後の一年間）か，就任後

マンの計画を論じる中で，

，技術，人的要素等の差か

重要なる米国の植民地化し

大変局に直面して」『太平

ったのだ。ここに外国の資

本を入れ

）

）「大正十

），

井上の正

（ 年

年５

いにより

歴」）。満

，権益を与えてどうするか」な

。

二年一月」という日付をもつ

「撫順炭礦・鞍山製鉄所ト独逸ト

確な満鉄退社の日付は明らかでは

月５日付の川村社長宛書簡写し

月（満鉄事件の中での野村社長，

免ぜられた」），満鉄就職時に問

鉄退社後の井上は，加藤高明内閣

どといった排他的感情がみられ

，前掲「撫順炭礦・鞍山製鉄所

ノ関係」（井上文書 ），「撫順

ないが，これらの書類提出と同

，井上文書 など参照）。な

中西副社長辞職と同月），東京帝

題とされた兼職を解いている（

海軍政務次官（ 年８月），

たという（［井上 ］

ニ関スル書類」（井上文書

鞍山改良計画」（同 ）。

じく 年１月と思われる

お井上は，欧米出張中の

国大学教授を辞任し（「願

［國學院 ］所収の「略

若槻内閣（第１次）鉄道大

臣（

） 開発結

（赤鉄鉱の

ェーデン

］

） 年

ッチンソ

成）まで

年６月），技術院総裁（ 年１

果に基づき特許申請がなされた結

焙焼還元による磁鉄鉱化，『近代

から特許の盗用であるという抗

は述べているが，そうした経

月１日付けハッチンソンの井上

ンは， 年末（梅野氏［梅野実

満鉄との契約が続くものと考えて

月）などの要職を歴任している

果，翌 年７月，特許第

日本総合年表』岩波書店）。な

議が発せられ，満鉄は機械購入に

緯を確認する資料は未見である。

匡四郎宛書簡（井上文書

鞍山製鉄所長――引用者］が説

いたところ， 末で終了する

（同「略歴」）。

号として認められている

お，本特許に対して，スウ

よって和解したと［井上

）参照。同書簡においてハ

明した選鉱工場建設計画完

との申し入れが２ヶ月前に

［安廣］新

となどを

自分並び

る。

） 生産増

低下して

円

円

所蔵）。

社長より届いたこと，焼結機械

述べている。なお，ハッチンソン

に全米の技師は焼結鉱（還元鉱）

大，能率上昇，経費節約により，

いる。低減炭価・運賃を基礎と

， 年度 円と推移したが，

と低下している（鞍山製鉄所「鞍

の製造は

は同書簡において「鞍山式選鉱

粉砕装置が不要という意見を持

石炭原価並びに原料運賃引き下

した銑鉄原価（トン当り）は

普通計算による原価も，それぞ

山銑鉄原価ニ関スル件」昭和４

に担当させているこ

法」の効率に疑問を表明し，

っている，などと述べてい

げを除外しても銑鉄原価は

年度 円， 年度

れ， 円， 円，

年９月４日， 寧省档案館

） 早川千

は以下の

拡大し，

） 年

長の下で

モントの

ている（

吉郎満鉄社長・松岡洋右理事（社

ように述べている。「松岡にとっ

技術的にも自立する手段にすぎな

７月の 万ポンド社債発行。な

対ラモント借款交渉（

間で交渉）がなされたものの，中

［三谷 ］ ，［佐藤

長室長）による井上匡四郎解任

て欧米からの投資及び技術援助

かった」（ ）。

お，満鉄はその後も外債募集の

，請負鉄道建設資金調達が目的

国の反対運動がアメリカの世論

］ ）。新四国借款団（

に関連して，［加藤 ］

はあくまでも満鉄が事業を

努力を続け，山本条太郎社

，井上準之助日銀総裁とラ

に反映し，交渉は中止され

年 月）の合意に抵触

（ ）



する

年

認する

「日米合資満洲

昂線敷設強行（ 年５月の松

５月着工。同年８月，北京政府

余地は小さかった（［加藤

製鋼所」構想について（松野）

岡・張作霖直接交渉結果を同年８

により承認。）などの状況下で，

］ ）。

月に日本政府が閣議で追認。

満鉄外債発行を米国政府が承

）［昭

） 以下

員会会

に記さ

く。

）「満

ヲ惹起

この発

リ満鉄

和製鋼所 ］ 。

， 年の満鉄製鋼計画の経

議録」昭和４年９月 日（『昭和

れている右近幹事（業務課参事

鉄カ嘗テ国際運輸会社ヲ企業セル

シタリ」（昭和４年９月 日「第

言に対して，小日山直登は「当

カ内地ニ進出スル事ニ反対ナル

緯については，特記しない限り

財政史資料』 ，日本マイク

）の「製鋼計画ノ概要」説明，並

際満鉄カ満洲以外ノ土地ニ企業

１回満鉄製鋼計画審査委員会」，

時一部ノ策士連カ斯ノ如キ理由ヲ

旨ヲ川村総裁ニ申出テラレシ事ア

「第１回満鉄製鋼計画審査委

ロ写真， 年， 所収）

びに各委員からの補足に基づ

スル事ハ不合理ナリトテ問題

大平委員長の発言）。ただし，

以テ清浦子爵ヲ動カシ同氏ヨ

リ然シ……［略］……監督官

庁ニハ

） 多獅

５年６

龍川郡

（「昭和

）

株ずつ

至ラス

社長よ

何等斯ノ如キ意見無ク［以下略

島並びにその周辺の地勢につい

月，［斎藤実文書］ ，国

坪（価格 円），義

製鋼所新義州買収土地明細表」

万株中 万 株が満鉄，残り

所有。４分の１払い込み，社員

」という状態で発足した（『株式

り仙石貢満鉄総裁に提出， 寧

］」と述べている。［昭和財政史資

ては，「新義州付近ノ地勢ト多獅

会図書館憲政資料室蔵，所収）。

州郡 坪（ 円）な

昭和５年５月調， 寧省档案館所

の 株は伍堂卓雄（代表取締

７名，施設「未タ工事着手ニ至ラ

会社昭和製鋼所第一回営業報告

省档案館所蔵）。同社監査役田所

料］ （ ）第２号。

島錨地」（「多獅島概要」昭和

昭和製鋼所が買収した土地は

ど， 坪に達していた

蔵）。

役社長）他，合計 名が

ス」，営業「未タ開業ノ運ニ

書』昭和５年８月８日，伍堂

耕耘は，「恐ラク特殊ノ政治的

事情ヨ

所第１

） 委員

問，宇

製鉄所

追加）

委員会

）［昭

リ此会社ハ過早ノ時期ニ於テ成

年度決算監査報告」昭和５年８

は，岡虎太郎，藤根壽吉，神鞭

佐美寛爾鉄道部長，田村羊三興

長，向坊盛一郎業務課長，中山

，幹事は矢野鞍山製鉄所工務課長

会議録」）。

和財政史資料］ （ ），第

立ノ事情ヲ与ヘラレタ」と述べて

月 日，同所蔵）。

常孝，斎藤良衛，小日山直登の各

業部長，竹中政一経理部長，山西

正三郎経理部参事（９月 日追加

，右近業務課参事であった（前

６号。

いる（満鉄総裁宛「昭和製鋼

理事，伍堂卓雄，服部の両顧

恒郎撫順炭礦長，千秋寛鞍山

），大蔵公望理事（ 月 日

掲「第１回満鉄製鋼計画審査

）「昭

史資料

） した

「満洲

務部

蒙リツ

の必要

年９月

ー

和製鋼問題」（作成者，日付等な

］ （ ），第７号。

がって，製鋼部門を持たないこ

事変」を経て，「日満議定書」と

「満洲ニ於ケル製鋼所設立計画案

ツアル原因ハ……〈略 ……銑鋼

性を述べている（関東軍参謀長

７日，防衛庁防衛研究所所蔵「

）。同計画案は同年８月

し。ただし添付資料から判断する

とによる採算悪化という事態が

いう日本の満洲支配の新たな枠組

要旨」（ 年９月１日）は，「鞍

一貫作業ニ移ラサルコトカ主ナル

小磯国昭「満洲ニ於ケル製鋼所設

満密大日記」 冊の内其 ，昭和

，吉田顧問，伍堂満鉄理事が東

と 年３月頃。）［昭和財政

しばらく続くことになった。

みが確定する中で，関東軍特

山製鉄所カ年々多額ノ欠損ヲ

原因ヲナス」とし，製鋼部門

立計画案要旨提出ノ件」

７年，アジア歴史資料センタ

京で大綱を協議決定し，細部

を伍堂

者と会

貫作業

銑鉄７

府の認

を買収

事業経

理事，富永鞍山製鉄所次長が計

談して作成されたものとされ，

により鋼片（粗鋼，すべて内地

万 トン（うち内地向け

可を得，同年５月，昭和製鋼所

，正式に事業を開始した（［昭和

営も必ずしも順調でなかった。

画した上で，八幡製鉄所首脳部と

製鉄所の位置を新義州ではなく鞍

向け） 万トン，鋼材 万

トン）を生産するとした。こ

は本社を鞍山に移転するとともに

製鋼所 ］ ）。なお，鞍

昭和製鋼所は設立から７年間連続

調整改訂を加え，商工省当事

山とし，溶鉱炉３基と銑鋼一

トン（満洲・中国・南洋向け），

の計画は 年４月に日本政

，６月１日，満鉄鞍山製鉄所

山における昭和製鋼所の製鋼

で年間 万円の赤字を記録

（ ）



し，

上の発展

）［松野

立命館経済

年と 年にはいくらか利益をあげ

の見込みがないという状況（調査

］ 。 年の関東州

学（第 巻・第１号）

たが，外部からの大規模な資本

部次長奥村慎次）であった（［ル

特恵関税制度の導入の経過とそ

の導入なくしては，それ以

ー ］ ）。

の意義については，同論文

参照。

） 前掲「

） 国民政

１章参照

）［西村

井上 井

大倉財閥研究

第１回満鉄製鋼計画審査委員会会

府の財政基盤確立を主目的になさ

。

］ 。

【資

上匡四郎「満鉄（撫順，鞍山）に

会 大倉財閥研究会編『大倉

議録」での「製鋼計画ノ概要」

れたこの関税改正の経過と意義

料・文献リスト】

架けた日米共存の夢」（嘉治

財閥の研究――大倉と大陸――

説明並びに補足。

については［久保 ］第

）。

』近藤出版社。

大森 大

小幡酉吉

解 解学

翻訳。

解 同上

解・張

嘉治 嘉

加藤 加

加藤 加

森とく子「西原借款について――

小幡酉吉伝記刊行会『小幡酉吉

詩（松野周治訳）「鞍山製鉄所の

（同上訳）「鞍山製鉄所の変遷」

解学詩・張克良編『鞍鋼史（

治隆一編『第一人者の言葉――同

藤聖文「原敬と満鉄――党勢拡

藤聖文「松岡洋右と満鉄――ワ

鉄と金円を中心に――」『歴史学

』。

変遷」 『立命館経済学』

『立命館経済学』 。同上

― 年）』冶金工業出版社。

時代人と次代人とに語る』亜東

張と満蒙政策の融合――」（小林

シントン体制への挑戦――」（小

研究』 。

。解・張［ ］第３章の

。

倶楽部。

）。

林 ）。

北村 北

木野 木

久保 久

國學院

小林 小

佐藤 佐

商工政策史

昭和製鋼所

村敬直編『夢の七十余年 西原亀

野主計「臨時西比利亜経済援助委

保亨『戦間期中国〈自立への模索

國學院大學図書館『井上匡四郎文

林英夫編『近代日本と満鉄』吉川

藤元英「田中内閣の対中国経済発

通商産業省編『商工政策史』第

久留島秀三郎編輯『昭和製鋼

三自伝』平凡社。

員会と井上匡四郎」『日本歴史』

関税通貨政策と経済発展』東

書目録』。

弘文館。

展策と満鉄」（［小林 ］所収

巻，鉄鋼業，同刊行会，

所綱要』昭和製鋼所庶務課。

。

京大学出版会。

）。

。

住居 住

田村 田

張 張乃

て――」

東亜経済調査

東亜経済調査

東亜経済調査

同和鉱業

永雄 永

居房治（浩堂）発行人兼編集人

村羊三「私の満鉄史」（満鉄会

麗「昭和製鋼所の設備・機械に関

『経済集志』 巻４号。

局 同（田中九一）編『米国

局 同編『満蒙政治経済提要

局 同（枝吉勇）編『本 鉄

同和鉱業株式会社『創業百年史

雄策郎『植民地鉄道の世界経済的

『満鉄問題の真相』内外時論社。

）。

する一考察―― 年代前半，

の対支経済政策』（経済資料

』（経済学全集 巻），改造社。

鋼業の現勢』（経済資料 ）。

』同社。

及世界政策的研究』第４版，日

内外製造別分析を中心にし

）。

本評論社（初版 年）。

奈倉 奈

奈倉 奈

西村 西

花井 花

原 原暉

原敬日記５

堀切 堀

倉文二『日本鉄鋼業史の研究―

倉文二「旧『満州』鞍山製鉄所の

村成雄『中国近代東北地域史研究

井卓蔵述『訟庭論草・満鉄事件を

之『シベリア出兵――革命と干渉

原奎一郎編『原敬日記』第５巻

切善雄『日本鉄鋼業史研究――鉄

年代から 年代前半の構造的

経営発展と生産技術」『茨城大学

』法律文化社。

論ず 附・陪審法に就て』春秋

』筑摩書房。

（首相時代），福村出版， 年。

鋼生産構造の分析を中心にして

特徴―』近藤出版社。

政経学会雑誌』 号。

社。

――』早稲田大学出版部。

（ ）



細谷・斎藤

松岡刊行会

松野

「日米合資満洲

細谷千博・斎藤真編『ワ

松岡洋右伝記刊行会『松

松野周治「 年代における日

製鋼所」構想について（松野）

シントン体制と日米関係』東京大

岡洋右――その人と生涯』講談社

本の対「満州」関税政策」『経済

学出版会。

。

論叢』第 巻第４号。

満鉄

満鉄

満鉄

満鉄会

満鉄調査課

満鉄史資料

三谷

斎藤

森 森

南満洲鉄道株式会社『南満洲鉄

南満洲鉄道株式会社『南満洲鉄

南満洲鉄道株式会社『南満洲鉄

『山崎元幹・田村羊三 思い出

満鉄庶務部調査課『満蒙

吉林省社会科学院・解学詩

三谷太一郎「ウォール・ストリ

］所収）。

恪『塔連炭鉱に関する真相』。

道株式会社十年史』同社。

道株式会社第二次十年史』同社。

道株式会社第三次十年史』同社

の満鉄』（満鉄会叢書１）龍溪書

における日本の投資状態』。

主編『満鉄史資料』第４巻煤鉄

ートと満蒙――外債発行計画をめ

（ 年龍溪書舎復刻）。

舎。

篇第３分冊，中華書局。

ぐる日米関係――」（［細谷・

山浦

ルー

山浦貫一「満鉄・大疑獄事件」

ルー，ディヴィド・ （長谷川進

『文芸春秋』 月号（臨時増刊）。

一訳）『松岡洋右とその時代』 ブリタニカ。

（ ）



立命館経済学（第 巻・第１号）

（ ） （ ）

（ ）


